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実施目標 10. 条約湿地の指定
実施目標 10.1. 「国際的に重要な湿地のリストを将来的に拡充するための戦略的枠組み及びガイドライ
ン」（ラムサールハンドブック第７巻）を適用する。
計画ツールセクション
優先度：
A
A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B 
A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 国内重要湿地目録を利用して、新たなラムサール登録湿地の計画的指定を行う。２００５年までに、国内の登録湿地を２２ヶ所以上に増加させる。(10.1.1)

・ ラムサール登録湿地の新規指定を進める際に、特異的又は代表的である湿地タイプの指定、また、現在ラムサール登録簿に記載の少ない湿地タイプの指定について配慮する。(10.1.2)

・ 新たなラムサール登録湿地の指定にあたっては、地球規模で脅威にさらされている種、締約国の領域内に唯一のあるいは固有の種等が生息している湿地、その領域がある種の地球上での重要な割合を支えている湿地の指定についても配慮する。(10.1.3)

・ 適切な保護規制措置を講じた後に、ラムサール湿地を指定するとともに、関係機関による管理体制の整備に努める。（わが国においては、ラムサール条約の登録湿地の指定にあたっては、事前に、保護のための法的措置を講じることとしている。）(10.1.4)

・ なし（わが国は島国であり湿地を他の国と共有していないため、特に目標及び行動の提言は設定しない。）(10.1.5)

・ 各締約国がラムサール登録湿地の同定・指定のために戦略的枠組みを適用することを支援するため、国際湿地保全連合や他の国際団体が実施する解析や情報の提供に関する作業への援助を継続する。(10.1.6)

・ ラムサール湿地の登録基準６に係る水鳥個体数の１％閾値について、各締約国会議において情報を更新するにあたり、国際湿地保全連合や他組織が行う作業への援助を継続する。また、他の湿地依存種群に関するそのような生息数情報を提供するよう努める。また、この情報をラムサール登録湿地の指定に適用する。(10.1.7)
行動提案（記述による回答）：
・ 国内重要湿地目録の情報を利用しつつ、法律に基づく保護地域の指定、拡大を含めた新たな登録湿地の指定作業を進める。(10.1.1)

・ 2001 年に作成した、サンゴ礁、マングローブ、海草藻場、干潟等を含む国内重要湿地目録を活用し、現在登録されていない湿地タイプ、特異的又は代表的な湿地タイプの指定について配慮する。(10.1.2)

・ 2001 年に作成した、種の生息状況の情報を含む国内重要湿地目録を活用し、地球規模で脅威にさらされている種、締約国の領域内に唯一のあるいは固有の種等が生息している湿地、その領域がある種の地球上での重要な割合を支えている湿地の指定について配慮する。(10.1.3)

・ 適切な保護規制措置を講じた後に、ラムサール湿地を指定するとともに、関係機関による管理体制の整備に努める。（わが国においては、ラムサール条約の登録湿地の指定にあたっては、事前に、保護のための法的措置を講じることとしている。）(10.1.4)
・ なし（わが国は島国であり湿地を他の国と共有していないため、特に目標及び行動の提言は設定しない。）(10.1.5)

・ 国際湿地保全連合や他の国際団体に対して、わが国及びアジア地域に係る必要な情報の提供を通じて支援を継続する。(10.1.6)

・ 国際湿地保全連合が実施する水鳥センサスの実施に際して、最新の情報を提供し、支援を行うことを継続する。また、その他の湿地依存種群の情報について、必要があれば、関係団体に提供するよう努める。また、得られたデータをもととして、水鳥の基準を適用してラムサール湿地の指定を行う。(10.1.7)

COP９への報告セクション
行動 10.1.1.- 条約湿地を増やすための戦略及び優先事項の確立を優先事項とした「ラムサール条約湿地リストを将来的に拡充するための戦略的枠組み及びガイドライン」（決議VII.11）の適用に向けた努力を今一度新たにする。それにより条約湿地のビジョン（決議VIII.10）が求める国内における適切な条約湿地ネットワークの早期構築を目指す。
2003-2005 年地球規模の実施目標：2003 年12 月31 日までに実施状況をラムサール条約事務局に報告する。条約事務局は取りまとめた報告書を2004 年３月31 日までにすべての関係機関に配布する。条約調印以来、条約湿地未指定の締約国は、少なくとも１か所を指定する。2010 年までに 2,500 か所、延べ25000 万ha を指定するという地球規模の目標に向け、この３年間に 250 か所、延べ 5500 万ha を新規に指定する。
1.ラムサール条約湿地リストのための戦略的枠組の適用により、ラムサール条約湿地を増やすための戦略及び優先事項が確立された。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は、COP９までにラムサール条約湿地を２２箇所以上に増加させる国内目標を掲げている。2001 年に選定した「日本の重要湿地500」の中から、できるだけ多様な湿地タイプ及び選定基準により、COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地を選定することとし、５４箇所の候補地をリストアップした。
行動 r10.1.i.- 行動10.1.1 で要求された戦略および優先事項として、登録にふさわしい湿地すべてを特定し、将来的にいくつの湿地を登録するのか、その目標を締約国会議及びラムサール事務局に通達する（決議Ⅷ.10）。
行動1.1.2 参照
1.潜在的なラムサール条約湿地はすべて特定され、また将来の登録の目標が設定された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は、COP９までにラムサール条約湿地を２２箇所以上に増加させる国内目標を掲げている。2001 年に選定した「日本の重要湿地500」の中から、COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地を選定することとし、５４箇所の候補地をリストアップした。今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 r10.1.ii.- 「国際的に重要な湿地のリストを将来的に拡充するための戦略的枠組み及びガイドライン」の基準６を国際的に重要な湿地の選定および指定に適用する際は、「水鳥個体群推定値」第３版に記載された適切な１％基準値を利用する。（決議Ⅷ.38）。
1.- 「水鳥個体群推定値第3 版」に記載された適切な1%の基準値は、基準6 に基づくラムサール条約湿地の選定および登録に利用された（適合する場合、基準6 に基づき登録した湿地数を含めて下さい）。
E 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録された湿地リストおよびこの行動の実施に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
COP9 までに登録を目指すラムサール条約湿地の候補地選定にあたり、基準６を適用する場合には、「水鳥個体群推定値第３版」の１％基準値を使用している。
行動 10.1.2.- 行動10.１.１を実行するにあたり、締約国内の希少、固有あるいは代表的な湿地タイプのそれぞれについての指定をすること、また特にカルストその他の地下水分系、珊瑚礁、マングローヴ、藻場、塩性沼沢、干潟、泥炭地、湿性草地、一時的な湿地, 乾燥地域の湿地や山岳湿地など（決議Ⅷ.12）現存の条約湿地リストにこれまであまり登録されていない湿地タイプに対して、優先的に配慮する。またその際、これらの湿地タイプの指定を支援するため締約国会議が採択したガイドライン（決議Ⅷ.11 及びⅧ.33）を適用し、その進捗状況をＣＯＰ９に報告する。
行動1.1.2 参照
1.- 領土内にある代表的な、希少な、あるいは固有な湿地タイプがラムサール条約湿地として登録された（該当する場合、登録された湿地数を含めて下さい）。
E
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録した湿地のリスト、およびこの行動の実施に関連すると考えられる他の追加コメントを含めて下さい］
COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地選定にあたっては、わが国の実情に合わせてできるだけ多様な湿地タイプを選定した。今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
3.-現存の条約湿地リストにこれまでにあまり登録されていない湿地タイプが登録された（該当する場合、登録された湿地数を含めて下さい）。
E 
ラムサール条約湿地数
4.- COP8 以降の実施進捗状況［登録した湿地のリスト、およびこの行動の実施に関連すると考えられる他の追加コメントを含めて下さい］
COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地として、サンゴ礁、カルスト等これまでに登録されていない湿地タイプを含めて選定した。今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 10.1.3.- 2012 年までに代表的な海洋保護区のネットワークを確立するというＷＳＳＤの目標に貢献するため、沿岸や海域の湿地の登録を優先事項とする。
活動1.1.2参照
1.- 沿岸及び海域のラムサール条約湿地が登録された（該当する場合、指定された湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数 5
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録した湿地のリストおよび他に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
既存のラムサール条約湿地のうち、海洋沿岸域湿地を含む湿地は５ヵ所。

COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地には、干潟、藻場、サンゴ礁、マングローブ林、砂浜等沿岸及び海域の湿地が含まれている。これらについては、今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 10.1.4.- 10.１.２で確認した優先タイプに加え、地球規模で絶滅のおそれのある種や締約国固有の種の生息地となっている湿地、またはそれらの種の地球全体の生息域の相当な割合を占める湿地も優先対象とする。
行動1.1.2 参照
1.- 地球規模で絶滅のおそれのある種、または固有種を支えている湿地、あるいはそれらの種の地球全体の生息域の相当な割合を占める湿地がラムサール条約湿地として登録された（該当する場合、登録された湿地の数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数 8
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録された湿地のリスト及び他に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
既存のラムサール条約湿地13 ヵ所のうち、基準２を登録基準としている湿地は８箇所。
COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地としてリストアップされた54 箇所のうち、16 ヵ所が基準２を満たしている。これらについては、今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 r10.1.iv.- 特にＡＥＷＡ（アフリカ・ユーラシア渡り性水鳥保全協定）のようなボン条約での合意、北米水鳥管理計画、西半球シギ・チドリ類保護区ネットワークやアジア・太平洋渡り性水鳥保全戦略といった他の既存の取り決めを含む、条約の下での「ラムサール条約の下での国際協力のためのガイドライン」（決議Ⅶ.19）に沿って、「アジア・太平洋渡り性水鳥保全戦略」などの国際的又は地域的取組への貢献として、渡りを行う動物種のための国家的及び国際的な生息地ネットワークの湿地として特定及び登録するために協力する。（決議Ⅷ.10）。
行動12.2.2参照
1.- 渡りを行う動物種のためのネットワークの一部として、ラムサール条約湿地が登録された（該当する場合は登録された湿地の数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数  12
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録された湿地のリスト及び他に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
既存のラムサール条約湿地13 箇所のうち12 箇所がアジア・太平洋渡り性水鳥保全戦略の重要生息地ネットワークに参加している。
COP9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地としてリストアップされた54 箇所のうち、５ヵ所がアジア・太平洋渡り性水鳥保全戦略の重要生息地ネットワークに参加している。これらについては、今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 10.1.5.- 農業利用されている湿地など、選定基準を満たしながら、保護や持続可能な利用・管理のための制度が全く行われていない湿地を、制度確立を加速するための拠点として優先的に指定し、指定後速やかに制度が確立されるようにする。
1.- 農業利用されている湿地など、保護や持続可能な利用・管理のための制度が全く行われていない湿地について、ラムサール条約湿地に登録した（該当する場合は登録された湿地の数を含めて下さい）。
C 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［登録された湿地のリスト及び他に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
行動 10.1.6.- 「ラムサール条約の下での国際協力のためのガイドライン」（ラムサールハンドブック第９巻）に従い、国境をまたがる湿地の自国内の区域を条約湿地として指定する。また関係近隣諸国にも同様の措置を取るよう促し、それにより湿地全体として整合性のとれた管理制度の確立を図る。
1.- 国境をまたがる湿地の自国内の区域をラムサール条約湿地として登録した（該当する場合は登録された湿地の数を含めて下さい）。
A 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実効進捗状況［選定された湿地のリスト及び他に関連して考慮される追加コメントを含めて下さい］
わが国は島国であり、国境をまたがる湿地は存在しない。
行動 r10.1.v.- 国際的に重要な湿地リストに含めるために、追加的に高地アンデス湿地を特定する（決議Ⅷ.39）。
1.- 高地アンデス湿地はラムサール条約湿地として登録された（該当する場合は登録された湿地の数を含めて下さい）。
A 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実効進捗状況［選定された湿地のリスト及び他に関連して考慮される追加コメントを含めて下さい］
行動 r10.1.xi.- ラムサール事務局、関心を持つ締約国、そしてその他の関連機関の協力を得て、ＣＯＰ９で検討するために、ラムサール条約湿地の特定及び指定にあたって1 つ以上の既存の基準と共に適用されうる「生物多様性条約」の付属書１リストに記載されているように、生物多様性に関連する社会経済的及び文化的価値そして機能に関して条約湿地を指定するための追加の基準及びガイドラインを準備する。またその際、ラムサール条約湿地の管理におけるこれらの基準の運用が、締約国にとってどのような意味を持つかに関する、詳しい分析を含める。これには、湿地の生物多様性のあらゆる関連面が国内のラムサール条約湿地ネットワークに確実に組み込まれるよう選定された、ラムサール条約湿地の生態的特徴の維持に対する締約国の義務と責任を含む。（決議 Ⅷ.10）
1.生物多様性に関連する社会経済と文化的価値および機能に関する、追加の基準とガイドラインの準備に寄与した。
C
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r10.1.xviii.- （ＳＴＲＰに対して）水生生物などの水に依存する生物による利用も含め、貯水池などの人工湿地の果たす生態学的な役割を見直し、こうした湿地をすでに特定してラムサール条約湿地リストに載せるように指定した締約国の経験を考慮しながら、こうした湿地の特定と指定に関する手引きを締約国のために準備する。（決議Ⅷ.2）
1.貯水池などの人工湿地の果たす生態学的な役割に関する締約国の経験等は、その見
直しのためにSTRP に連絡された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 10.1.8.- 条約湿地選定基準６の適用のために、水鳥個体数の１％基準を、あらかじめその内容について科学的見地から国際的に協議して、締約国会議毎に更新する作業を行ってきた国際湿地保全連合、その他の機関への支持を継続する。条約湿地選定の際に活用するため、同様の情報を湿地に依存する他の分類群の個体数に関しても追求する。（実施目標12.2 も参照）。
1.水鳥個体数の1%基準値を更新するために貢献した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［貢献に関する追加コメントを含めて下さい］
定期的に水鳥個体数に関するデータを収集し、必要に応じて国際湿地保全連合に提供した。
3.水鳥以外の、湿地に依存する分類群の生息数情報を国際湿地保全連合に提供した。
C 
4.- COP8 以降の実施進捗状況［提供された情報に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r10.1.xxi.-バードライフ・インターナショナルが「絶滅に瀕する世界の鳥類」で地球規模の絶滅危惧種やデータ不足とした種をはじめとする、水鳥の個体数に関するデータの継続的な収集と提供を通じて、国際湿地保全連合とバードライフ・インターナショナルを支援する。（決議Ⅷ.38）
1.水鳥の生息数データは定期的に収集されました。
B
2.収集された水鳥の生息数データは、国際湿地保全連合に定期的に提供されました。
B
3.地球規模の絶滅危惧種や情報不足の種の情報を含む、水鳥の生息数データは、収集されWI に提供されました。
B
4.- COP8 以降の実効進捗状況［水鳥の生息数データについて有効な情報に関する追加コメントを含めて下さい］
シギ・チドリ類及びガンカモ類の水鳥個体数に関するデータを定期的に収集し、必要に応じて国際湿地保全連合に提供した。
実施目標 10. 条約湿地の指定
実施目標 10.2. 条約湿地データベースを維持し、絶えず最新の情報によって更新する。また、このデータベースを、国際的に重要な湿地のリストにさらに湿地を指定する際の指針ツールとして活用する。
計画ツールセクション
優先度：
A 
A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B 
A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 登録湿地指定完了時に、適切なラムサール湿地情報票及び地図を事務局に提出する。また、登録湿地の生態学的特徴のモニタリングのための情報を収集提供する。(10.2.1)

・ 湿地管理計画へ統合されるための基礎として、登録湿地の社会及び文化的価値、特徴が、ラムサール情報票（RIS）の記述内容により完全に認識されるよう努める。(10.2.2)

・ 総ての登録湿地について、承認された情報票の様式にしたがって情報が記載されていることを確実にする。(10.2.3)

・ 必要な頻度において、少なくとも2 回に1 回の締約国会議の折に、改訂されたラムサール情報票を更新し提出するよう努める。(10.2.4)
行動提案 （記述による回答）：
・ ラムサール湿地の指定にあたって、ラムサール湿地情報票及び地図を所定の様式に従い準備し、事務局に提出する。また、登録湿地の生態学的特徴のモニタリングのための情報を収集提供する。(10.2.1)

・ 登録湿地の社会・文化的価値や特徴について、適切にラムサール情報票に記載し、それを公表することにより、湿地管理関係者の認識を深めるよう努める。(10.2.2)

・ ラムサール情報票について最新の承認されたラムサール情報票のフォーマットに則って必要に応じて情報の追加更新、事務局への提出を行う。(10.2.3)

・ 必要な頻度において、少なくとも2 回に1 回の締約国会議の折に、改訂されたラムサール情報票を更新し提出するよう努める。(10.2.4)
COP９への報告セクション
行動 10.2.2.- 条約湿地情報票の記載によって条約湿地の社会的・文化的価値及び特徴が十分認知され、これに基づいてこれらの価値・特徴が湿地管理計画策定に確実に組み込まれるようにする。
1.ラムサール条約のデータベースへ含めるために提出された「ラムサール条約湿地情報票」中の社会的・文化的価値及び特徴を含めるために特別な注意が払われた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 10.2.3.- 条約湿地のデータシートや地図に記入漏れや不備がある場合は、至急訂正分を提出するとともに、すでに提出された条約湿地のすべての記載も承認された条約湿地情報票の様式に確実に合わせる。
1.不足又は不完全なラムサール条約湿地の情報票及び／又は地図はすべて条約事務局に提出されました。
A 
2.- COP8 以降の実効進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
既存のラムサール条約湿地に関する情報票及び地図はすべて提出されている。
行動 10.2.4.- 条約湿地情報票は、条約湿地の特徴の変化を記録する必要に応じて、できる限り頻繁に、長くとも６年以内の間隔で更新、改訂版を提出する。これによって、生態学的特徴の変化ならびに、「国際的に重要な湿地リストを将来的に拡充するための戦略的枠組み及びガイドライン」（ラムサールハンドブック第７巻）のビジョンと目標達成への進捗状況を締約国会議毎に見直すことができる。
1.必要な更新がなされたラムサール条約湿地情報票は、すべて条約事務局に提出された。
E 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
条約湿地情報票の必要な更新内容について、条約事務局と調整中である。
実施目標 11. 条約湿地の管理計画策定とモニタリング

実施目標 11.1. 総ての条約湿地の生態学的特徴を維持する。

計画ツールセクション
優先度：
A 
A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B 
A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 条約の条項3.1 に基づき、それぞれの登録湿地の生態学的特徴を維持するために必要な措置を明確化し、適用する。また、この情報が登録湿地の情報票に含まれることを確実にする。(11.1.1)

・ ラムサール湿地及びその他の湿地の管理計画の策定にあたり、COP8 で採択される「ラムサール登録湿地及びその他の湿地の管理計画ガイドライン」の適用を奨励する。(11.1.2)

・ COP8 での決定を受けて、“サンホセ・レコード”の開発、公表について、関係機関への所要の協力や情報提供等を行う。(11.1.3)

・ ラムサール登録湿地及びその他の湿地の保全と賢明な利用のため、既存のゾーニング制度及び厳正な保護措置を活用する。(11.1.4)

・ 必要に応じて、ラムサール登録湿地のための、部門を超えた湿地管理委員会の設立を考慮し、また、奨励する。(11.1.5)

・ ラムサール湿地における管理計画策定支援のため、小規模無償基金のための運用ガイドラインに、高い優先度を与えることを継続する。(11.1.6)
行動提案（記述による回答）：
・ それぞれの登録湿地の生態学的特徴を維持するために必要な措置及びとられている措置について、情報を収集する。また、これらの情報について、登録湿地の情報票を更新する際に記載する。(11.1.1)

・ COP8 で採択される「ラムサール登録湿地及びその他の湿地の管理計画ガイドライン」の和訳を作成し、関係省庁、自治体などに情報提供、配布し、その利用を奨励する。(11.1.2)

・ COP8 での決定を受けて、“サンホセ・レコード”の開発、公表について、関係機関への所要の協力や情報提供等を行う。(11.1.3)

・ 鳥獣保護法や自然公園法をはじめ、既存の地域指定制度を活用して、湿地の保全管理を進める。(11.1.4)

・ 必要に応じて、ラムサール登録湿地のための、部門を超えた湿地管理委員会の設立を考慮し、また、奨励する。(11.1.5)

・ ラムサール湿地における管理計画策定支援のため、小規模無償基金のための運用ガイドラインに、高い優先度を与えることを継続するよう、常設委員会及び事務局に対して適宜助言を行う。(11.1.6)
COP９への報告セクション
行動 11.1.1.- 条約の３.１条に従い、各条約湿地の生態学的特徴を維持するため必要な方策を明確化し、実行する。その際、決議Ⅶ.10 で採択された「生態学的特徴」と「生態学的特徴の変化」の公式定義、ラムサールハンドブック第８巻に示される条約湿地管理のためのツールセット、及びＣＯＰ８で採択された補足手引きを参考にする。また、この情報が条約湿地情報票に含まれていることを確認する。
1.- ラムサール条約湿地の生態学的特徴を維持するために必要な方策は明確化され、実行された（可能な場合、方策が実行された湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数  13
2.- COP8 以降の実施進捗状況［該当する湿地リスト、およびこの行動の実施に関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
鳥獣保護法や自然公園法を始め、国レベルの地域指定制度を適用することにより、湿地の保全管理を進めている。
行動 11.1.2.- 「条約湿地及びその他の湿地の管理計画策定のためのガイドライン」（決議Ⅷ.14）を適用し、すべての条約湿地において管理計画、または戦略を策定する。
1.「管理計画策定のための新ガイドライン」は、管理計画または戦略の策定において利用された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［ガイドラインの使用方法についての追加コメントを含めて下さい］
わが国では、すべてのラムサール条約湿地が国立・国定公園（計画係）及び（あるいは）国指定鳥獣保護区特別保護地区に指定されている。これらの地域では、湿地の保全管理は自然公園の公園計画あるいは鳥獣保護区の指定（計画係）計画に基づき行われているが、これらの計画は条約の「管理計画策定ガイドライン」に従って策定されたものではない。
なお、その他に、関係自治体により、条約湿地に係る保全管理計画が策定されている事例もある。
ラムサール条約湿地における管理計画
ラムサール条約湿地数
3.- 管理計画や戦略が存在するラムサール条約湿地  13
4.- 管理計画や戦略が存在し、完全に適用されているラムサール条約湿地  13
5.- 管理計画や戦略が準備中のラムサール条約湿地  0
6.- 管理計画や戦略が見直され更新されているラムサール条約湿地  3
7.- COP8 以降の実施進捗状況［その管理計画が各カテゴリーに入るラムサール条約湿地のリスト、および関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
行動 r11.1.i.- 特に、ラムサール条約湿地として登録された地域と同じ場所に他の指定も適用されるような場合、別の管理計画策定のプロセスも存在すること、またこの別の管理計画策定のプロセスによるアプローチによって、湿地の保全と賢明な利用を確実にするための明確な保全目標が、適正にそして完全に実施される場合は、管理計画策定を実行するための妥当な代替策となりうることを認識する。（決議Ⅷ.14）
ラムサール湿地での管理計画（続き）
ラムサール条約湿地数
1.- 他のプロセスの下（例：生物圏保護区）で策定された管理計画がラムサール条約湿地に適用された。  13
2.- COP8 以降の実施進捗状況［このカテゴリーの下のラムサール条約湿地のリストおよび関連すると考えられるその他のコメントを含めて下さい］
わが国では、すべてのラムサール条約湿地が国立・国定公園及び（あるいは）国指定鳥獣保護区特別保護地区に指定されている。これらの地域では、湿地の保全管理は自然公園の公園計画あるいは鳥獣保護区の指定計画に基づき行われている。
行動 r11.1.ii.- 締約国に対して、中でも生物学的特徴の記載と維持そしてモニタリング計画の作成（決議Ⅵ.１）、湿地リスクの評価と指標（決議Ⅶ.10）、環境影響評価に関する手引き（決議Ⅷ.９）、再生に適した湿地の特定を含む、湿地の再生（復元）に関する手引き（決議Ⅷ.16）、「泥炭地に関する地球的行動のためのガイドライン」（決議Ⅷ.17）など、締約国内の管理計画策定のプロセスを手助けする、ラムサール条約から入手可能な全てのツール、手引きを利用する。
1.ラムサール条約のツールおよび手引きは、湿地指定地域の管理計画の策定または更新に使用された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
第８回締約国会議で採択された決議を和訳し、関係省庁、自治体、NGO等の関係者に配布するとともに、インターネットを通じた提供を行った。
行動 r11.1.iii.- 「ラムサール条約湿地及びその他の湿地に係る管理計画策定のための新ガイドライン」において、管理計画策定プロセスのすべての段階で、全ての利害関係者の完全な参加の確保に重きをおいていることを考慮し、また、「湿地の管理への地域住民及び先住民の参加を確立し強化するためのガイドライン」（ラムサールハンドブック第５巻）を定めた決議Ⅶ.８と、このプロセスを支援するための、湿地の文化的側面についての基本原則を定めた決議Ⅷ.19 付属書のガイドラインを利用する。（決議Ⅷ.14）
1.全ての利害関係者が管理計画策定プロセスに組み込まれた。
D 
2.- COP8 以降の実効進捗状況［この行動の実効に関する追加コメントを含めて下さい］
管理計画として機能している自然公園の公園計画あるいは鳥獣保護区の指定計画の策定又は更新に際しては、国の関係行政機関、地方自治体や主な利害関係者との調整を行っている。
行動 r11.1.iv.- ラムサール条約湿地及びその他の湿地の管理を計画する際には、COP8 で採択された、統合的沿岸域管理に関する手引き（決議Ⅷ.４）、また湿地の生態学的機能を維持するための水の配分と管理に関するガイドライン（決議Ⅷ.１）のほか、河川流域管理に湿地の保全と賢明な利用を組み込むためのガイドライン（ラムサールハンドブック第４巻）を定めた決議Ⅶ.18 を適用するとともに、十分に農業の慣習の適切な実施の必要性を認めた(決議Ⅷ.34)、河川流域内とその他の集水域におけるより広い管理との関連性を考慮する。(決議Ⅷ.14)
1.より広い管理（例；農業の慣習、河川流域管理、沿岸域管理）との関連性は、ラムサール条約湿地の管理計画を準備する際に考慮された。
D 
2.- COP8 以降の実効進捗状況［この行動の実効に関する追加コメントを含めて下さい］
管理計画として機能している自然公園の公園計画あるいは鳥獣保護区の指定計画の策定又は更新に際しては、国の関係行政機関、地方自治体や主な利害関係者との調整を行っている。
行動 r11.1.v.- 条約第３条１項の実施の基礎となるよう、個々の管理計画に生態学的特徴の維持という目標を含める。またこれにより、生態学的特徴の変化を認識し、報告し、解決することが容易になることを認識する。（実施目標11.2 も参照）（決議Ⅷ.8）
1.- 生態学的特徴を維持する方策が湿地管理計画に組み込まれた（可能な場合、湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数  13
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
鳥獣保護法や自然公園法を始め、国レベルの地域指定制度を適用することにより、湿地の保全管理を進めている。これらの地域では、湿地の保全管理は自然公園の公園計画あるいは鳥獣保護区の指定計画に基づき行われている。
行動 r11.1.vi.- 気候変動と異常気象に対する湿地の回復力を高めるように湿地を管理する。また脆弱な国々においては、特に湿地と集水域の保護と再生を促進することで、洪水と旱魃のリスクを低減するように湿地を管理する。（実施目標4.1 も参照）（決議Ⅷ.3）
1.気候変動と異常気象に対する湿地の回復力を高める必要性について、管理計画策定の際に考慮された。
C 
2.- COP8 以降の実効進捗状況［この行動の実効に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r11.1.vii.- 24．湿地管理計画策定及び国または地域の湿地政策評価の際に客観的情報を提供する手段として、水鳥モニタリングデータとその分析結果を適宜活用する。（決議Ⅷ.38）
1.水鳥に関するデータとその分析結果は、管理計画策定の際に使用された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
鳥獣保護区の指定計画策定及び更新の際、水鳥の飛来数等のデータが活用されている。
行動 r11.1.x.- 締約国と国際団体パートナーの支援を得て、条約湿地を含んでいる地域用に開発された農業関連の管理方法を特定し、この情報を行動 r11.1.ix の中で求めるガイドラインの策定に活用し、またこの情報をＣＢＤ事務局及び砂漠化防止条約事務局（CCD）と共有する（決議Ⅷ.34）。
1.ラムサール条約湿地を含む地域で実施されている農業関連の管理方法を特定するため、条約事務局を支援した。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r11.1.xii.- ラムサール条約湿地及びその他の湿地における効果的管理事例と模範的慣行をサンホセレコードへの掲載に向けて特定し、確定後は定められた手順を踏んで、記載申請を提出して審査を受ける（決議Ⅷ.15）。
1.- ラムサール条約湿地の効果的な管理の優良事例は、サンホセ・レコードへの掲載に向けて特定された（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
C 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［特定されたラムサール湿地のリストと、この行動の実施における追加コメントを含めて下さい］
行動 11.1.4.- 必要に応じ、規模のより大きな条約湿地、湿地保護区、その他の湿地のゾーニングの手法（勧告５.３及び決議Ⅷ.14）、ならびに規模が小かったり特に影響を受けやすい特定の条約湿地及びその他の湿地のための厳正な保護措置（勧告５.３）の確立と実施を促進する。
1.-規模のより大きなラムサール条約湿地のゾーニング手法が確立された（可能な場合、その湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数
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2.- COP8 以降の実効進捗状況［特別区域に指定する手段のあるラムサール湿地のリスト、および関連する追加コメントを含めて下さい］
わが国では、すべてのラムサール条約湿地は鳥獣保護法及び自然公園法により必要な保護が担保されている。これらの法令は地域指定制度を有しており、ラムサール条約湿地においても適用される。
3.-小規模および／または特別に影響を受けやすいラムサール条約湿地のために厳正な保護措置が確立された（可能な場合、その湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数
4.- COP8 以降の実施進捗状況［厳正な保護措置がとられたラムサール条約湿地のリストおよび関連
すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
わが国では、すべてのラムサール条約湿地は鳥獣保護法及び自然公園法により必要な保護が担
保されている。
行動 11.1.5.- 条約湿地管理のための部門横断的な委員会の設置を優先事項として検討する。この委員会は関係政府機関、地域住民の代表者、そして民間企業を含む利害関係者で構成するものとする。
ラムサール条約湿地数
1.- ラムサール条約湿地において湿地管理委員会が設立された（可能な場合、その湿地数を含めて
下さい）。
D
2.- ラムサール条約湿地において部門を超えた湿地管理委員会が設立された（可能な場合、その湿
地数を含めて下さい）。
D
3.- COP8 以降の実施進捗状況［各カテゴリーの管理委員会が存在するラムサール条約湿地のリスト、および関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
釧路湿原では、地域の多様な主体の参加を得て、自然再生推進法に基づく自然再生協議会が設立されている。
行動 r11.1.xiv.- 国家的及び国際的な条約湿地ネットワーク設立と効果的な管理への支援に高い優先順位を与え、流域規模での生態系の持続可能な利用及び水の質・量の維持を通じて貧困と戦う際に、これらの本質的な価値および機能を認識する。そして小規模助成基金の将来の運用でこれらの課題を扱う（決議Ⅷ.10）。
1.貧困と戦うためのツールとして、ラムサール条約湿地の国内および国際的なネットワークの設立とその効果的な管理のための方策が講じられた。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 11.1.6.- 「小規模助成基金の運用ガイドライン」の実施にあたり、条約湿地の管理計画策定への支援に引き続き高い優先順位を与える。
1.ラムサール条約湿地の管理計画策定を支援するプロジェクト提案が小規模助成基金に提出された。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r11.1.xv.- ７．条約第２条５項に基づく権利を行使し、条約湿地リストに記載されている湿地の区域を廃止または縮小する場合の代償措置を検討するときには、「ラムサール条約第２条５項に基づく『緊急な国家的利益』の解釈及び条約第４条２項に基づく代償措置検討のための一般的手引き」を考慮する（決議Ⅷ.20）。
1.- 条約第２条５項は、ラムサール条約湿地の区域を廃止又は縮小するために行使された。また条約第４条２条（代償措置）が適用された（可能な場合、その湿地数を含めて下さい）。
C 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［該当するラムサール条約湿地のリストおよびこの行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
これまでにラムサール条約湿地の区域の廃止及び縮小は行っていない。
実施目標 11. 条約湿地の管理計画策定とモニタリング

実施目標 11.2. 条約湿地の状況をモニターし、条約の第３条２項に定める通り、条約湿地に影響を与える変化が見られた場合は遅滞なく条約事務局に通知する。また問題対処の手段としてモントルー・レコードならびにラムサール諮問調査団を活用する。
計画ツールセクション
優先度：
B 
A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B 
A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 各ラムサール登録湿地において、効果的なモニタリング手法を検討し、また、継続して実施する。(11.2.1)

・ 生物多様性の喪失、気候変動及び砂漠化過程の状況など、生態系の変化を検出するため、ラムサール登録簿に記載された湿地をはじめとする各地において、環境モニタリングを実施するよう努める。また、その状況について適宜締約国に報告する。(11.2.2)

・ 関係する法制度に基づき、提案されている開発又は、陸上の及び（また）水利用の変化によって、生態的特徴の変化が起こりうるラムサール登録湿地において、湿地によって得られる利益及び機能を考慮した影響評価を実施する。また、その結果を、条約３条2 項に従い、ラムサール事務局に通報する。(11.2.3)

・ 条約第3 条2 項を履行するため、ラムサール登録湿地の実際の、又はあり得る生態学的特徴の変化について、遅滞なくラムサール事務局へ報告する。また、「生態学的特徴が既に変化しており、変化しつつあり又は変化するおそれがある場合には」モントルーレコードに記載する必要性を検討する。(11.2.4)

・ なし（わが国にはモントルーレコードに記載された湿地が存在しないため、国別目標及び行動の提言は特に設定していない。）(11.2.5,6)
行動提案 （記述による回答）：
・ ラムサール登録湿地において、鳥類の渡来状況モニタリングをはじめとして、必要なモニタリングを実施する。さらに、自治体など関係機関の取組みを奨励する。(11.2.1)

・ 地域の専門家やNPO とネットワークをつくりながら、全国のモニタリングサイトを設けて生態系の長期的モニタリング調査を行う「モニタリングサイト1000」を開始し、ラムサール登録湿地をはじめ国内の重要な湿地を参照地域として、生物多様性の喪失等についての状況やトレンドを把握する。(11.2.2)

・ 関係する法制度に基づき、提案されている開発又は、陸上の及び（また）水利用の変化によって、生態的特徴の変化が起こりうるラムサール登録湿地において、湿地によって得られる利益及び機能を考慮した影響評価を実施する。また、その結果を、条約３条2 項に従い、ラムサール事務局に通報する。(11.2.3)

・ ラムサール登録湿地の生態学的特徴の変化について、情報を適切に収集し、必要に応じてラムサール事務局へ報告する。また、モントルーレコードに記載する必要性をについて検討する。(11.2.4)

・ なし（わが国にはモントルーレコードに記載された湿地が存在しないため、国別目標及び行動の提言は特に設定していない。）(11.2.5,6)
行動 11.2.1.- 条約湿地ごとの効果的なモニタリング計画を確立する。生態学的特徴の変化を早期に検知、警戒するための湿地管理計画の一環として確立することが理想的である。その際、「効果的なモニタリング計画を企画するための枠組み」（決議Ⅵ.１）と「湿地リスク評価の枠組み」（決議Ⅶ.10）
（ラムサールハンドブック第８巻）を活用する。
ラムサール条約湿地数
1.- ラムサール条約湿地において、モニタリング計画が策定された（可能であれば、その湿地数を含めて下さい）。
D
2.- モニタリング計画は湿地管理計画の一部である （可能であれば、その湿地数を含めて下さい）。
C
3.- COP8 以降の実効進捗状況［各カテゴリーに当てはまるラムサール湿地のリスト、およびモニタリング・プログラムに関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
全国1000 箇所程度の定点を設定して、動植物の生息・生育環境の長期的なモニタリングを実施する「モニタリングサイト1000」を2003 年に開始した。また、シギ・チドリ類及びガンカモ類の生息調査を定期的に実施している。自然環境保全基礎調査の一環として、1993 年に全国2,196 箇所の湿地で概況調査が行われ、位置、面積や水質、主な動植物の生息・生育情報等が集められたが、COP8 以降は特に更新していない。
行動 11.2.2.- 生物多様性の喪失、気候変動及び砂漠化の進行の推移を検出するための国内環境モニタリング、超国家的な地域環境モニタリング、あるいは国際的な環境モニタリングのためのベースライン及び参照地域として、条約湿地リストの湿地が確実に利用（決議Ⅶ.11：条約湿地リストの目標４.１）されるようにし、またその状況と傾向を締約国会議毎に報告する。
1.- ラムサール条約湿地は国内環境モニタリングのためのベースライン及び参照地域として利用されている（該当する場合、その湿地の数を含めて下さい）。
D 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［関連するラムサール条約湿地のリスト、及びこの行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
全国1000 箇所程度の定点を設定して、動植物の生息・生育環境の長期的なモニタリングを実施する「モニタリングサイト1000」を2003 年に開始した。また、シギ・チドリ類及びガンカモ類の生息調査を定期的に実施している。
3.- 生物多様性の喪失、気候変動及び砂漠化の進行の状態と推移［引用された問題の要約を含めて下さい。また関連する出版物、報告書あるいは分析の参照引用を提供下さい。］
調査結果については取りまとめ中。ただし、ホームページを通じて最新の情報を発信している。
行動 11.2.3.- 湿地に影響を与える可能性のある開発案件や、土地利用・水資源利用の変更の結果、生態学的特徴に変化が起こるおそれのある条約湿地については、湿地の環境上、社会上、経済上の恩恵と機能を十分に考慮しながら、環境影響評価を確実に実施するようにする。また条約の第３条２項に従い、その結果を条約事務局に報告し、関係当局が、確実に、それを十分検討するように図る。
行動2.2.3参照
1. ラムサール条約湿地の生態学的特徴に影響を与える可能性のある開発案件について環境影響評価が実施され、その結果が条約第３条第２項に基づき条約事務局に伝えられた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r11.2.iv.- 自国の条約湿地の生態学的特徴の変化について、政府当局や地域住民や先住民、そしてＮＧＯからの報告を通じて速やかに情報を収集する仕組みを設定することを、条約第３条２項の履行において優先度の高い事項とする（決議Ⅷ.8）。
1.条約第３条２項に従ってラムサール条約湿地の生態学的特徴の変化についての情報を収集する仕組みが確立された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 11.2.4.- 条約の第３条２項を履行するため、条約湿地の生態学的特徴が実際に変化した、または変化するおそれがある場合は遅滞なく条約事務局に通知し、「生態学的特徴が既に変化し、変化しつつあり、または変化するおそれがある」条約湿地を適切にモントルー・レコードに掲載する。
1.- ラムサール条約湿地において、生態学的特徴の変化（改善も悪化も）または変化に類似したものが起こった、あるいは起こる可能性がある（条約第３条２項）（該当する場合、その湿地数を含めて下さい）。
D 
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2.- ラムサール条約湿地の生態学的特徴の変化または変化に類似したものは、条約第３条２項に従ってラム
サール事務局に報告された。
C
3.- COP8 以降、モントルーレコードに記載されたラムサール条約湿地がある（該当する場合、その湿地数を含めて下さい）。
C
ラムサール条約湿地数
4.- COP8 以降の実施進捗状況［生態学的特徴の変化または変化に類似したものに関する情報および影響を受けた湿地のリストを含めて下さい］
１）琵琶湖
①変化の状況：魚食性鳥類相及び魚類相の変化
②対策：現況調査及び個体数の管理
２）伊豆沼・内沼
①変化の状況：ガンカモ類の種構成の変化、給餌や生活雑排水の流入による水質汚濁、抽水植物群落や沈水性水草の減少
②対策：伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画を策定し、関係者からなる委員会の意見を聴きつつ、計画に基づく対策を実施。
（沼外給餌地の設置、下水道の整備、マコモ等の植栽）
３）片野鴨池
①変化の状況：周辺の水田の減少及び乾田化の進行、カモ類を中心とする渡り鳥の渡来数減少、ヨシ等の繁茂と植物遺体の堆積、ブラックバス、アライグマ等移入生物による在来生物への悪影響
②対策：乾燥化、陸地化に対処するため、生息環境や採餌環境改善調査、鴨池周辺水田復元事業を実施。
４）釧路湿原
①変化の状況：ハンノキ林の分布拡大
②対策：湿原生態系の主要な環境因子（指標生物、地下水位等）によるモニタリング、湿原生態系の保全・回復を目的とした技術的手法の確立のための調査の実施
５）佐潟
①変化の状況：ヨシ・マコモ等大型抽水植物の繁茂による植物種の多様性の減少、ガン・カモ類の渡来数の増加
②新潟市が2000 年に佐潟周辺自然環境保全計画を策定し、潟の浅底化対策等を実施。
６）ウトナイ湖
①変化の状況：土砂流入による水深と開水面の減少、水中窒素の増加、アライグマの移入
②対策：対策について検討中
７）谷津干潟
①変化の状況：底質の砂質化の進行、干潟面でのアオサ増加、シギ・チドリ類及び底生生物の減少
②対策：関係行政機関が構成する協議会において、生態学的変化に関する調査を実施しており、対策を検討中。
８）クッチャロ湖
①変化の状況：入り込み者の増加による周囲の湿性植物の生育環境の悪化
②対策：表土安定等の植生回復措置、入り込み者への普及啓発等の保全推進措置を実施
5.- COP8 以降の実施進捗状況［COP8 以降、条約湿地をモントルーレコードに掲載するために取られた手順についての情報を含めて下さい］

行動 r11.2.vi.- 適切な場合には条約第３条２項に関する報告を提出し、条約湿地の生態学的特徴を維持もしくは再生すること、解決のあかつきにはさらなる報告を行い、締約国会議に報告する。また、締約国会議の国別報告書を含め、定期的にラムサール条約事務局に進展状況を報告する（決議Ⅷ.8）。
1.第３条２項に基づき条約事務局に報告した問題に対して対策を講じた。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 11.2.5.- モントルー・レコードに掲載された湿地については、適切な場合、独立した専門家集団であるラムサール諮問調査団に対し、湿地に影響を及ぼす問題を検討し、修正行動のための勧告を行うよう要請する。
2003-2005 年地球規模の実施目標: モントルー・レコードに掲載されていて、ラムサール諮問調査団を受け入れていないすべての条約湿地について、締約国はＣＯＰ９までに調査団の派遣を要請すること。
1.- ラムサール諮問調査団に対し、モントルー・レコードに掲載されているラムサール条約湿地の問題の査察を要請した（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
A 
ラムサール条約湿地数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［関係するラムサール条約湿地のリスト、および関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
モントルー・レコードに掲載されたラムサール条約湿地はない。
行動 11.2.6.- モントルー・レコードに掲載され、ラムサール諮問調査団による調査が完了した湿地については、勧告をすべて実施し、その結果を定期的に条約事務局に報告する。適当な時期にその湿地をモントルー・レコードから削除するよう申請する。その際、当該湿地の状況を詳述した調査票（ラムサールハンドブック第７巻）を条約事務局ならびにＳＴＲＰに提出する。
（モントルー・レコードに掲載され、ラムサール諮問調査団による調査が行われた湿地を管轄する締約国へ）
ラムサール条約湿地数
1.- ラムサール諮問調査団の勧告を実施するための方策が講じられた（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
A
2.- モントルーレコードに記載された条約湿地が抱える課題に対する方策が講じられた（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
A
3.- COP8 以降の実施進捗状況［関係するラムサール条約湿地のリスト、ラムサール諮問調査団に関するコメント、実施した方策の結果、モントルーレコードから削除できる可能性がある条約湿地名を含めて下さい］
モントルー・レコードに掲載されたラムサール条約湿地はない。
行動 r11.2.viii.- モントルー・レコードに記載されたラムサール条約湿地に関して、モントルー・レコードへの記載の根拠となった問題に対して取られた方策について、最新情報を条約事務局に定期的に提供するとともに、各締約国会議への国別報告書において十分に報告する（決議Ⅷ.8）。
ラムサール条約湿地数
1.- ラムサール条約湿地がモントルー・レコードに記載される根拠となった問題に対して、方策が講じられた（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
A
2.- ラムサール条約湿地がモントルー・レコードに記載される根拠となった問題に対して講じられた方策は、条約事務局に伝えられた。
A
3.- COP8 以降の実効進捗状況［関係するラムサール条約湿地のリストおよび実施した行動の結果を含めて下さい］
モントルー・レコードに掲載されたラムサール条約湿地はない。
__
実施目標 12. 複数国家にまたがる水資源、湿地及び湿地の生物種の管理

実施目標 12.1.国境をまたがる湿地と集水域の目録及び統合的管理を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
Ｃ A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
Ｂ A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 他の締約国及び非締約国と共有している湿地システムについて、もしある場合には、それらの管理に関する協力を促進、奨励する。(12.1.1)

・ 必要に応じて、二国間及び多国間の管理委員会の設立の検討を通じて、共有された水文学的集水域、湖沼システムと沿岸域システムに関する協力を追求する。(12.1.2)

・ わが国は島国であり、小規模の湿地システムの共有例が存在しないことから、本項目に係る国別目標及び行動提案は設定していない。(12.1.3)

・ 河川流域イニシアティブなどを通じて、湿地と生物多様性の統合的河川流域管理への統合に関する情報、分析、良い実践例、そして経験の共有に、アクセスしやすくするよう努める。(12.1.4)
行動提案 （記述による回答）：
・ 黄海の保全及び賢明な利用に関する日・中・韓3 ヶ国NGO の既存の協力を奨励、支援する。(12.1.1)

・ 必要に応じて、二国間及び多国間の管理委員会の設立の検討を通じて、共有された水文学的集水域、湖沼システムと沿岸域システムに関する協力を追求する。(12.1.2)

・ わが国は島国であり、小規模の湿地システムの共有例が存在しないことから、本項目に係る国別目標及び行動提案は設定していない。(12.1.3)

・ 湿地と生物多様性の統合的河川流域管理への統合に関する情報、分析、良い実践例、そして経験の共有について、情報の収集、提供を図る。特に、必要に応じ河川流域イニシアティブへの情報提供、協力を進める。(12.1.4)
COP９への報告セクション
行動 12.1.1.- 各締約国は他の締約国ならびに未締約国と共有する自国内のすべての湿地を特定し、隣接する法的管理者との共同管理を促進する。必要に応じて、「河川流域管理に湿地の保全と賢明な利用を組み込むためのガイドライン」（ラムサールハンドブック第４巻, ガイドラインＡ１節）及び「統合的沿岸域管理（ＩＣＺＭ）に湿地を組み込むための原則とガイドライン」（決議Ⅷ.４）を適用する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：すべての締約国が隣国と共有する湿地の特定を完了する（１.１.１参照）。締約国の50％が共同管理メカニズムの特定を完了する。
1.- すべての国境をまたがる／隣国と共有する湿地領域は特定された（該当する場合、湿地数を含めて下さい）。
A 
湿地数／湿地システム
2.- COP8 以降の実施進捗状況［特定された隣国と共有する湿地を記載し、関連すると考えられる追加コメントがあれば記して下さい］
わが国は島国であり、国境をまたがる湿地を有しない。
行動 12.1.2.- 二国間、または多国間の管理委員会を設置し、国境をまたがる集水域、湖沼・沿岸系に関する協力を図る。（ガイドライン A2 章）。
2003-2005 年地球規模の実施目標：国境をまたがる集水域や沿岸域を有する締約国の50％が、共同管理委員会等に参加する。
1.国境をまたがる湿地領域の共同管理は進捗した。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は島国であり、国境をまたがる湿地を有しない。
行動 r12.1.i.- ラムサールの条約下での国際協力に関するガイドライン（決議Ⅶ.19）を利用する、共有する集水域での水資源の配分の管理に照らして、湿地の生態学的特徴を維持するための水資源の配分と管理に関するガイドライン（決議Ⅷ.1）を共同して適用する。
1.水資源の配分と管理に関するガイドラインは、共有する水域において適用された。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は島国であり、国境をまたがる湿地を有しない。
行動 12.1.3.- 適切な場合、湿地、国際河川流域、もしくは沿岸域を共有する近隣諸国と共同で影響評価を実施する。その際、可能であれば、欧州の国境をまたがる湿地に適用されている国境を越えた環境における影響評価に関するエスポー条約の約定に留意する。
行動2.2.3参照
1.隣国との共同影響評価プロセスは、国境をまたがる湿地領域において適用された。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は島国であり、国境をまたがる湿地を有しない。
行動 12.1.4.- ラムサール条約・ＣＢＤ河川流域イニシアティブを通じるなどして、総合的河川流域管理に湿地及び生物多様性を組みこむ情報、分析、優良な実践例及び経験の共有へのアクセスを促進する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：河川流域イニシアティブを全面的に運用する。
1. 河川流域管理に湿地及び生物多様性の問題を組み込むことに関する情報、分析及び優良な実践例へのアクセスを確保する方策が講じられた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
実施目標 12. 複数国家にまたがる水資源、湿地及び湿地の生物種の管理
実施目標 12.2. 国境をまたがる湿地に依存する生物種のモニタリングと管理のための協力を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
Ｂ A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
Ｂ A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 湿地依存の渡りを行う種に関してラムサールの登録基準を満たす総ての湿地について特定し、必要に応じて、ラムサール登録湿地として指定する。特に、国際的に絶滅のおそれのある水鳥について優先的に実施する。(12.2.1)

・ 国際湿地保全連合及び豪州と協力しつつ、アジア太平洋地域渡り性水鳥保全戦略への積極的な参画及び支援を継続する。(12.2.2)

・ 国内の狩猟に係る法制度が、渡り性水鳥や他の湿地依存種のために賢明な利用原則に従っていることを確実にするよう努める。(12.2.5)
行動提案 （記述による回答）：
・ ラムサール湿地の登録基準を参考として2001 年12 月に取りまとめた国内重要湿地目録にもとづき、特に、国際的に絶滅のおそれのある水鳥について注目しつつ、ラムサール登録湿地としての指定を促進する。(12.2.1)

・ 3 種群のフライウェイネットワークの活動への資金支援、国際会合の開催などの活動を通じて、アジア太平洋地域水鳥保全戦略の推進を引き続き行う。(12.2.2)

・ 渡り性水鳥をはじめとする鳥獣の生息状況の把握、調査研究の結果を考慮しつつ、賢明な利用原則に従うよう、鳥獣保護法の適切な履行を行う。(12.2.5)
COP９への報告セクション
行動 12.2.1.-湿地に依存する移動性生物種に関するラムサール条約条約湿地選定基準を満たすすべての湿地を特定し、条約湿地として指定する。その際、特に世界的に絶滅のおそれのある（ガイドラインＢ１節）水鳥、魚類やウミガメなどの渡来地を最優先する。（ガイドライン B1 章）。
1.- 湿地に依存する移動性生物種に関する選定基準を満たす湿地は、ラムサール条約湿地として登録された（該当する場合、登録された湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数  10
3.- COP8 以降の実施進捗状況［湿地の選定に関する情報及び関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
既存のラムサール条約湿地13 箇所のうち10 箇所が該当（ラムサール基準４，５，６）。
また、ＣＯＰ9 を目処にラムサール条約湿地として登録を目指す候補地としてリストアップされた54 箇所のうち、19 箇所が該当している（ラムサール基準４，５，６）。これらについては、今後地元合意等の条件が整った湿地から順次登録していく予定。
行動 12.2.2.- 湿地に依存する移動性生物種のための地域湿地ネットワークとイニシアティブの拡充を引き続き促進、支持する。この例として、アフリカ・ユーラシア渡り性水鳥保全協定（ＡＥＷＡ）、アジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略、西半球シギ・チドリ類渡来地ネットワークなどがある。（ガイドラインＢ２及びＢ４節）
行動r10.ⅰ.ⅳ参照
1. 湿地に依存する移動性生物種のための新たな地域湿地ネットワークとイニシアティブの構築が行われた。
E 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
2002年に開催されたヨハネスブルグ・サミット（WSSD）に際して、日本および豪州政府、国際湿地保全連合により、タイプ２・パートナーシップ・イニシアティブとして、渡り鳥生息地の保全に関するプロジェクトを登録した。
アジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略によって進められてきた当該地域の渡り鳥保全の取り組みをさらに強化するため、このWSSD パートナーシップ・イニシアティブの枠組みを活用し、各国政府を始めとする関係主体の参加を促進するとともに、渡り鳥の生息地に関する国際的なネットワークを拡充し、その持続可能な利用を図っていく予定。
行動 12.2.5.- 国内の狩猟に関する法制度を、渡り性水鳥その他の湿地に依存する生物種の賢明な利用原則と確実に一致させる。その際、種の地理的分布、生活史の特徴及び持続可能な捕獲に関する研究を織り込むこと。
1.国内の狩猟制度は、水鳥を含む、湿地に依存する生物種の賢明な利用の原則と一致している。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
渡り性水鳥をはじめとする鳥獣の生息状況の把握、調査研究の結果を考慮しつつ、賢明な利用原則に従うよう、鳥獣保護法の適切な履行を行っている。
実施目標 12. 複数国家にまたがる水資源、湿地及び湿地の生物種の管理
実施目標 12.3. 条約の下にある現行の地域協定を支持し、さらなる協定を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
－ A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
－ A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 該当なし
行動提案（記述による回答）：
・ 該当なし
COP９への報告セクション
行動 12.3.2.- 「条約の枠組みにおける地域的取組を発展させるためのガイダンス」（決議Ⅷ.30）を適用し、適切な場合、たとえば黒海、カスピ海、カリブ海、南米、アルタイ・サヤン山系などの地域にも、MedWet と同様の、条約の下にある地域協定を拡充するよう奨励する。
1.締約国は条約に基づく地域的取り組みの策定に取り組んだ。
E 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
2002年に開催されたヨハネスブルグ・サミット（WSSD）に際して、日本および豪州政府、国際湿地保全連合により、タイプ２・パートナーシップ・イニシアティブとして、渡り鳥生息地の保全に関するプロジェクトを登録した。
アジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略によって進められてきた当該地域の渡り鳥保全の取り組みをさらに強化するため、このWSSDパートナーシップ・イニシアティブの枠組みを活用し、各国政府を始めとする関係主体の参加を促進するとともに、渡り鳥の生息地に関する国際的なネットワークを拡充し、その持続可能な利用を図っていく予定。
実施目標 13. 他機関との協力
実施目標 13.1. 国際的、地域的な多国間環境協定（ＭＥＡ）やその他の機関のパートナーと協働する。
計画ツールセクション
優先度：
Ｂ A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
Ｂ A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 国内におけるラムサール条約管理当局と生物多様性条約、砂漠化防止条約、世界遺産条約、気候変動枠組み条約担当部局との密接な連携を図る。(13.1.1)

・ 現在わが国の生物圏保護区と湿地は重複していないため、本項目に関する国別目標及び行動は設定しない。(13.1.2)

・ 湿地保全と賢明な利用について興味を持っている適切な地域組織又はプログラムとともに協力関係を構築するよう努める。(13.1.5)
行動提案（記述による回答）：
・ 国内におけるラムサール条約管理当局と生物多様性条約、砂漠化防止条約、世界遺産条約、気候変動枠組み条約担当部局との密接な連携を図る。(13.1.1)

・ 現在わが国の生物圏保護区と湿地は重複していないため、本項目に関する国別目標及び行動は設定しない。(13.1.2)

・ 各地域組織又はプログラムとの情報・意見交換を必要に応じて行う。(13.1.5)
COP９への報告セクション
行動 13.1.1.- 生物多様性条約（ＣＢＤ）、砂漠化対処条約（ＵＮＣＣＤ）、移動性野生動物種の保全に関する条約（ボン条約・ＣＭＳ）、世界遺産条約、国連気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）などとの協力・協働体制の強化を継続する。その際特に、共同作業計画や、各条約の補助機関である科学委員会や事務局間、また国内におけるラムサール条約担当政府機関と他の多国間環境協定の担当窓口間の協働作業などの仕組みを利用する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：第３次ＣＢＤ・ラムサール条約共同作業計画を全面的に実行する。ボン条約・ＡＥＷＡ共同作業計画を策定し実行する。ＵＮＦＣＣＣ、ＣＢＤならびにＵＮＣＣＤとの「合同連絡グループ」に参画するなど、ＵＮＣＣＤならびにＵＮＦＣＣＣとも共同活動を立ち上げる。
行動18.1.1参照
1.ラムサール条約担当政府機関と他の多国間環境協定（MEAs）の担当窓口との連携のための国レベルの仕組みがある。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［MEAs 関与における情報、及び関連すると考えられる追加コメントを含めて下さい］
わが国では、ラムサール条約と関連する各種条約との間の連携・調整のための省庁間の仕組みは有していないが、外交当局である外務省地球環境課において、環境関連条約を一括して所掌しているほか、他の多国間環境協定（MEAs）の担当部局へ適宜情報を提供し、必要に応じて協議を行っている。
また、生物多様性条約に基づく生物多様性国家戦略に関する省庁間連絡会議が設置され、生物多様性保全に係る連携・調整が図られている。
行動 r13.1.iii.-ＭＥＡの実施に責任を持つ担当窓口や諸機関の国内ラムサール委員会への参加を確実にするよう図るなどして、担当窓口や諸機関の国内レベルでの連携を推進する取組を強化し、それによって協働と調和を促進する（決議Ⅷ.5）。
行動18.1.2 参照
1.MEAs の実施に責任を持つ諸機関や担当窓口の国レベルでの連携を強化する取組の中で、他のMEAs の担当窓口が国内ラムサール／湿地委員会に参加するように促進された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［ラムサール委員会に参加するMEAs の窓口の情報、及び関連して考慮する追加コメントを含めて下さい］
行動 13.1.2.-ユネスコとの協力体制を、維持し、適切であれば、それをさらに促進する機会を求める。特にユネスコの「人と生物圏プログラム」（ＭＡＢ）、とりわけ生物圏保護区における湿地に関して、また湿地の問題を組み込んだカリキュラム開発の分野に関する協力体制を維持、促進する。
1.ラムサール条約担当政府機関、国内ラムサール委員会、ユネスコMAB プログラムの窓口間の連携の仕組みがある。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［関連する仕組みに関する追加情報を含めて下さい］
行動 13.1.3.- 「広域カリブ海の海洋環境の保護と開発に関する条約（カルタヘナ条約）」、「地中海汚染防止条約（バルセロナ条約）」、「バルト海地域の海洋環境保護に関する条約」その他の地域海域条約及びドナウ川保護条約との協力の覚書や合意書の実施を優先事項とし、湾岸海洋環境保全地域機構（ＲＯＰＭＥ）のような地域機関とも同様の協力協定を締結するよう努める。
1.ラムサール条約担当政府機関と締約国に適用される地域海条約の窓口間の連携の仕組みがある。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［関連する仕組みに関する追加情報を含めて下さい］
わが国が加盟している地域海条約はない。
行動 13.1.5.- 湿地の保全と賢明な利用に関心を持つ適格な地域機関やプログラムとの緊密な作業協力体制を築く。協力の対象は小島嶼国連合（ＡＯＳＩＳ）、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）、欧州連合（ＥＵ）、欧州会議、南部アフリカ開発協力機構（ＳＡＤＣ）、アフリカ連合（ＡＵ）、米州機構（ＯＡＳ）などを含む。
1.ラムサール条約担当政府機関と湿地の保全及び賢明な利用に関心のある地域機関やプログラムとの間の連携の仕組みがある。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［実施されている連携の仕組みに関する追加情報を含めて下さい］
わが国では、ラムサール条約担当政府機関が併せてアジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略についても担当しており、当該戦略には、UNEP アジア太平洋地域事務所、UNDP-GEF 地域センター等がメンバーとなっている。
行動 13.1.6.- 「アフリカ開発のための新パートナーシップ（ＮＥＰＡＤ）」の「環境イニシアティブ」に基づく「アフリカにおける湿地管理戦略実施のための行動計画」の拡充と実行を支持し、これに貢献する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：関係締約国はＷＳＳＤの目標に沿ってＮＥＰＡＤの行動計画にラムサールに関連する問題とメカニズムを確実に組み込み、それを実施する。
1.締約国はNEPAD に基づく湿地プログラムの実施に関与した。
H 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は、アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセスにおいて、多くの点でＴＩＣＡＤと理念を共有するＮＥＰＡＤへの支援にコミットしている。
行動 13.1.7.- ラムサール条約のツールとメカニズムを通して「小島嶼開発途上国の持続可能な開発のためのバルバドス行動計画」の実施への貢献を継続する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：ＷＳＳＤの目標へ貢献するため、ラムサール条約のバルバドス行動計画への貢献度を検討する。
1.締約国は、「小島嶼開発途上国の持続可能な開発のためのバルバドス行動計画」について湿地に関連する活動に関与した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
パラオにおいて技術協力プロジェクト「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を実
施している。
行動 13.1.8.- ラムサール条約と南太平洋地域環境プログラム（ＳＰＲＥＰ）との協力覚書の下での共同作業計画を継続して拡充、実行する。
訳注）ＳＰＲＥＰの正式名称は、太平洋地域環境プログラムに変更されている。
1.締約国はラムサール／SPREP 共同作業計画の実施に関与した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
サモアにおいて無償資金協力「南太平洋地域環境プログラム訓練・教育センター建設計画」を実施している。
行動 r13.1.vi.- ラムサール条約などの多国間環境協定への遵守を促進し支援するのに役立つ、国連環境計画（ＵＮＥＰ）が採択した「多国間環境協定の遵守促進のためのガイドライン」や「多国間協定実施に関する法律を各国で施行するため、及び同法の違反防止への国際協力のためのガイドライン」（決定SSⅦ／４）を適切に利用する（決議Ⅷ.24）。
1.ラムサール条約に関連して、UNEPのガイドラインを利用した。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
実施目標 14. 専門知識と情報の共有

実施目標 14.1. 専門知識や情報の共有を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ CEPA やSTRP への担当窓口のようなメカニズムを利用し、国際的、地域的、国内レベルでの知識の共有を促進する。(14.1.1)

・ 研修を条約の下での国際協力の重要な要素として認識し、特に湿地管理者その他条約の履行に責任を有する関係者のための研修機会の提供及び研修に関する情報の提供を行う。(14.1.2)

・ 知見の共有と研修機会の提供のため、境界を越えた、または共通の特徴を有する湿地について、姉妹湿地提携及び／あるいはネットワークの取組みを拡大する。(14.1.3)

・ インターネット上の資源キット及び知識、情報共有の将来的な見直し及び発展を行うため、必要に応じて、情報提供などを行い、事務局の取組みに協力する。(14.1.4)

・ 条約の湿地専門家データベースの利用可能性について、一層の開発、利用、宣伝を行う。(14.1.5)

行動提案 （記述による回答）：
・ CEPA やSTRP の担当窓口との連携のもとに、インターネットやメーリングリストを充分に活用して関係者の知識の共有を図る。(14.1.1)

・ 国際協力機構事業団による湿地環境の保全に関係する途上国を対象とした研修コースを必要に応じて企画、実施する。また、シギ・チドリ類及びその生息地である湿地を活用した環境教育に関する研修会を適宜開催する。(14.1.2)

・ アジア太平洋地域渡り性水鳥保全戦略のもとで、シギ・チドリ類、ツル類、ガンカモ類の3 種群の生息地のネットワークを拡大する。また、ネットワーク活動の一部として、情報交換及び研修活動を実施する。地方自治体による姉妹湿地提携の取組みを奨励する。(14.1.3)

・ インターネット上の資源キット及び知識、情報共有の将来的な見直し及び発展を行うため、必要に応じて、情報提供などを行い、事務局の取組みに協力する。(14.1.4)

・ 条約の湿地専門家データベースの利用可能性について、必要に応じて、情報提供や宣伝など、事務局への協力を行う。(14.1.5)
COP９への報告セクション
行動 14.1.1.- 広報・教育・普及啓発（ＣＥＰＡ）やＳＴＲＰの各国の担当窓口などのメカニズムを活用し、世界、地域及び国家レベルでの知見（伝統的な知識、先住民の知恵、あるいは最近の技術や手法）の共有を促進する。（ガイドラインＤ１節）
1.世界、地域及び国家レベルで、知見を共有するための方策が講じられた。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
CEPA、STRP、河川流域イニシアティブ等のメーリングリストに加入し、世界レベルの知見及び情報の入手に努めた。
行動 14.1.2.- 研修が条約の下での国際協力の重要な要素であることを認識し、特にこのような研修の機会から便益を得ると考えられる他の国々の湿地管理者、湿地教育者及び条約の施行に責任を有する個人や団体に研修の機会を提供する。（ガイドラインのD2、D3 章）。
1.締約国は湿地問題の研修に関する国際協力活動に従事した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
国際協力機構では、途上国を対象とした湿地保全及び賢明な利用、サンゴ礁の保全、マングローブの保全に関する研修コースを実施している。
タイ、ベトナム、ミャンマー、カンボジア等東南アジアの湿地管理者を対象として、湿地管理に関する研修ワークショップを開催している。
2005 年2 月にインド・ブバネシュワールにおいてアジア地域の湿地保全管理の専門家及び政府関係者、NGO等の参加を得て開催された「アジア湿地シンポジウム2005」への支援を行った。
わが国が支援しているアジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略の活動の一部として、研修ワークショップ等が実施されている。
行動 14.1.3.- 知識の共有や研修機会の提供のための重要なメカニズムとして、国境をまたがる湿地や共通の特徴を持つ湿地の姉妹湿地提携やネットワークを拡充する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：少なくとも75 組の姉妹湿地提携が完了し、条約事務局に通知し、ラムサールのウェブサイトで広報する。
1.- 知識の共有および研修のため、共通の特徴を持つ湿地のネットワークが確立された。
B
2.- COP8 以降の実施進捗状況［湿地ネットワークの確立に関する情報、および関連すると考えられる他のコメントを含めて下さい］
アジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略のもと構築されたシギ・チドリ類、ツル類、ガンカモ類の重要生息地ネットワークの拡大に努めるとともに、ネットワーク活動の一部として、情報交換や研修を実施している。
3.- 知識の共有および研修のため、共通の特徴を持つ湿地の姉妹湿地提携が結ばれた（該当する場合、提携した湿地数を含めて下さい）。
B
湿地数／ラムサール条約湿地数  4 （条約湿地）
4.- COP8 以降の実施進捗状況［姉妹湿地提携、提携した湿地に関する情報、および関連して考慮する他のコメントを含めて下さい］
①「釧路湿原・厚岸湖・別寒辺牛湿原・霧多布湿原（日本）」と「クーラガング湿地及びその
周辺湿地（豪州）」
②「谷津干潟（日本）」と「ブーンドル湿地（豪州）」
行動 14.1.4.- 「ラムサール条約湿地専門家データベース」などインターネット上のリソースキット及び知識や情報の共有を見直し、拡充する。これらには影響評価、奨励措置、管理計画策定、河川流域管理、参加原則、教育と普及・啓発、そして条約湿地の情報を盛り込む。
1.湿地問題における知識と情報の共有のためのインターネット上のリソースキットが開発された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 r14.1.i.- 高地アンデス地域の山岳生態系に似た生態系の管理、保全と持続可能な利用における情報と経験を共有する（決議Ⅷ.39）。
1.山岳生態系における湿地の情報と経験の共有のための行動が講じられた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
実施目標 15.湿地の保全と賢明な利用のための財源確保
実施目標 15.1.湿地の保全と賢明な利用を支援するための国際協力を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
A A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 湿地の保全及び賢明な利用、また、現在の戦略計画の履行に際して、途上国及び市場経済移行国を支援するため、開発援助機関からの資金援助を流通させる。(15.1.1)

・ 発展途上国及び市場経済移行国のラムサール登録湿地の管理計画の履行を援助する資金を流通させる。(15.1.2)

・ 二国間開発援助機関による国際協力の実施にあたり、「ラムサール条約のもとでの国際協力のためのガイドライン」の内容の適用に配慮する。(15.1.3)

・ 各締約国会議において二国間開発援助機関による湿地関連の活動に関する活動状況を報告する。(15.1.4)

・ 多国間の開発・環境関連援助機関の運用方法の決定や優先度設定に関与する場合には、湿地保全及び賢明な利用が配慮を与えられているよう努める。(15.1.5)

・ わが国は小規模無償基金への追加的な自主貢献を実施している。これは不定期な貢献であるが、わが国としては、途上国におけるキャパシティー・ビルディング等を目的とした小規模無償基金の重要性を認識しており、本件拠出を毎年実施できるよう努めていく。(15.1.6)

・ 発展途上国及び市場経済移行国におけるラムサール登録湿地における研修、教育活動に資金を流通させることを検討し、実施に努める。(15.1.7)

・ 湿地保全に関する民間企業（法人及び基金を含む）の関与を追求し、ラムサール条約のもとでの湿地プロジェクトに民間企業が資金支援を行う機会を求める。(15.1.12)

・ 特にラムサール登録湿地からの湿地関連製品の環境上健全な取引（を奨励する効果的なメカニズムの設立）の促進について、適宜事務局への助言を行う。(15.1.13)

・ 環境上健全かつ社会的に公正な方法で生産された湿地の産物を認証する“ラムサール・ラベル”創設の可能性調査について、適宜事務局への助言を行う。(15.1.14)
行動提案 （記述による回答）：
・ 被支援国からの要請をもとに、適切な場合には、湿地の保全及び賢明な利用に関して、二国間の開発プログラムを通じて支援を行う。(15.1.1)

・ 被援助国の要請をもとに、適切な場合には、二国間の開発プログラムを通じて、発展途上国におけるラムサール登録湿地の管理計画の履行を支援する。(15.1.2)

・ 二国間開発援助機関による国際協力の実施にあたり、「ラムサール条約のもとでの国際協力のためのガイドライン」の内容の適用に配慮する。(15.1.3)

・ 二国間開発援助機関による援助実績について適宜情報を収集するとともに、各締約国会議への国別報告書において湿地関連の活動に関する活動状況を記載する。(15.1.4)

・ 必要に応じて、多国間援助機関との意見交換や協議のもとに、多国間の開発・環境関連援助機関の運用方法の決定や優先度設定に関与する場合には、湿地保全及び賢明な利用が配慮を与えられているよう配慮を求める。(15.1.5)

・ わが国は小規模無償基金への追加的な自主貢献を実施している。これは不定期な貢献であるが、わが国としては、途上国におけるキャパシティー・ビルディング等を目的とした小規模無償基金の重要性を認識しており、本件拠出を毎年実施できるよう努めていく。(15.1.6)

・ 必要な場合には、発展途上国及び市場経済移行国のラムサール登録湿地における研修、教育に資する活動の支援について可能性を検討する。(15.1.7)

・ 湿地プロジェクトへの民間企業からの支援を奨励する。(15.1.12)
・ 特にラムサール登録湿地からの湿地関連製品の環境上健全な取引（を奨励する効果的なメカニズムの設立）の促進について、適宜事務局への助言を行う。(15.1.13)

・ 環境上健全かつ社会的に公正な方法で生産された湿地の産物を認証する“ラムサール・ラベル”創設の可能性調査について、適宜事務局への助言を行う。(15.1.14)
COP９への報告セクション
行動 15.1.1.- 多国間及び二国間開発援助機関から直接資金的支援を集め、開発途上国ならびに市場経済移行国による湿地の保全と賢明な利用及び現存の戦略計画実施の取り組みを支援する。（ガイドラインＥ１節に準拠）
2003-2005 年地球規模の実施目標：二国間援助機関を有する締約国は、その二国間援助機関が、貧困の緩和や他のＷＳＳＤ目標と優先事項に関連する湿地の保全と賢明な利用のためのプロジェクトに優先的に融資を行うよう奨励する。
1.（開発援助機関を有する締約国の）資金援助が湿地問題のために開発援助機関を通じて行われた。
B
2. 湿地問題のため、その他の資金援助が行われた。
B
3.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は、湿地の保全を含む環境関連分野での協力を重視しており、ラムサール条約関連案件として、2001 年度から2003 年度において技術協力を32 件実施した。
また、わが国は小規模無償基金への追加的な自主貢献を実施している。わが国としては、途上国におけるキャパシティー・ビルディング等を目的とした小規模無償基金の重要性を認識しており、今後とも本件拠出を実施できるように努めていく。
行動 r15.1.i.- 二国間及び多国間の援助機関に対して、開発途上国及び市場経済移行国において、湿地の持続可能な利用を計画し実施する基盤を築くうえで、湿地目録プロジェクトが重要であることに留意し、そのような諸国における湿地目録プロジェクトの支援を優先するよう求める（決議Ⅷ.6）。
1.湿地目録に資金援助するため、二国間及び多国間の援助機関と協力した。
H 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
環境省では、ミャンマーにおける湿地調査及び湿地目録作成に対して支援を行うとともに、ミャンマー政府職員のCOP８への参加支援を行い、ミャンマーのラムサール条約加入に大きく貢献した。
環境省では、アジア湿地目録の手法構築、データ収集、普及啓発等について、国際湿地保全連合に対し支援を行った。
行動 15.1.2.- 資源を結集し、開発途上国ならびに市場経済移行国における条約湿地の管理計画の実施を支援する。（実施目標11.1 も参照）。
1.- ラムサール湿地管理計画実施のための資源を結集するために、援助機関と協力した（可能な場合、湿地数を含めて下さい）。
B 
ラムサール条約湿地数  2
2.- COP8 以降の実施進捗状況［関連する湿地及びこの行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
イランにおいて開発調査「アンザリ湿原生態系保全総合管理計画調査」、モンゴルにおいて技術協力プロジェクト「湿地生態系保全と持続的利用のための集水域管理モデルプロジェクト」を実施。
行動 r15.1.ii.- ラムサール湿地の生態系の持続可能な利用、また河川流域を含んだ水質および水量の維持におけるそれらの役割を通して貧困と戦う際に、それらの本質的な価値および機能の認識の中で、ラムサール湿地の結束した国家的及び国際的な条約湿地ネットワーク設立および効果的な管理を支援するため、高い優先順位を与えるよう、締約国および援助機関を奨励する（決議Ⅷ.10）（実施目標11.1 も参照）。
1.ラムサール条約湿地の結束した国内および国際的なネットワークの設立およびそれらの効果的な管理を支援するため、援助機関と協力した。
H 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
ラムサール条約湿地を含む、アジア・太平洋地域渡り性水鳥保全戦略のもと構築されたシギ・チドリ類、ツル類、ガンカモ類の重要生息地ネットワーク活動を推進した。
行動 r15.1.iii.- 二国間及び多国間援助機関に対して、河川流域及び水資源の管理プロジェクトを企画、設計及び実施するにあたって、関係国の特別な状況及び制約に留意しつつ、湿地の生態学的機能及び生産能力維持のための水の配分及び管理について充分な考慮を確保するよう強く要請する（決議Ⅷ.1）。
1.水資源プロジェクトを設計および実施するにあたって、湿地の生態学的機能が維持されるよう、援助機関と協力した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
援助実施機関が環境社会配慮ガイドラインを定め、プロジェクトの実施に当たり環境社会配慮を行っている。有償資金協力の実施機関である国際協力銀行（JBIC）のガイドラインは、プロジェクトのスクリーニング基準を含め、必要に応じて環境アセスメントの実施を義務づけるとともに、主要なセクターに対しチェックリストを設け、審査すべき項目とその解説を示している。技術協力を担当する国際協力機構（JICA）のガイドラインは、JICA が行う事業において、適切な環境社会配慮の実施を確保するための指針として定められている。環境社会面に重大な影響が想定されるプロジェクトにおいては、プロジェクト準備段階での関係者との協議や情報公開の実施を要件として示しているほか、日本国内の外部有識者も採り入れるとしている。
行動 r15.1.iv.-二国間及び多国間の開発援助機関に対し、その支援を継続し、オセアニア地域の湿地関連プロジェクトのため、適宜その支援を増やし、かつ能力育成活動を含めるよう支援範囲を拡大する（決議Ⅷ.42）。
1.オセアニア地域の湿地関連プロジェクトに資金援助をした。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
パラオにおいて技術協力プロジェクト「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を実施している。
行動 15.1.3.- 二国間援助機関を有する締約国は、「ラムサール条約の下での国際協力のためのガイドライン」Ｅ１, Ｅ２, Ｅ５, Ｅ７, Ｅ10, Ｅ11, Ｅ14 及びＥ15 節を遵守する。その際、特に長期的財源確保のためのメカニズム、プロジェクトの適切なモニタリング、開発援助機関職員の研修、制度的能力開発のための優先事項、開発援助機関の間で協力の必要性、援助国ならびに被援助国における二国間援助機関とラムサール条約担当政府機関の連携の重要性などを考慮する。
（二国間援助を有する締約国へ）
1.ラムサール条約の国際協力ガイドライン（決議Ⅶ.19）に関し、開発援助機関と協力した。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 15.1.4.- 15.１.３に従い、二国間援助機関を有するすべての締約国に、各締約国における湿地関連の活動に対する援助の実績を報告するよう求める。（ガイドラインＥ５節に準拠）
（二国間援助を有する締約国へ）
1.湿地問題に関する開発援助機関の活動を評価した。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 15.1.5.- 開発及び環境関連の多国間援助機関の運用に関する優先事項の設定や意思決定に関わる締約国は、湿地の保全と賢明な利用にしかるべき配慮と優先度が与えられるよう努める。
2003-2005 年地球規模の実施目標：関係締約国は、多国間援助機関が貧困緩和の枠組みの中で湿地を優先するよう働きかけ、そのことについてＣＯＰ９に報告する。
1.湿地問題にしかるべき配慮がなされるよう、多国間援助機関と協力した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
ラムサール条約の国内管理当局である環境省等の政府機関と援助実施機関との間で協議が行われている。
行動 15.1.6.-ラムサール条約小規模助成基金とその基本財産基金、及びラムサール条約広報教育普及啓発プログラム任意基金に対する財政支援―中・長期的な支援が望ましい―を行い、前者に対し年間百万米ドル、後者に対し年間50 万ドルを拠出するよう努める。（ガイドラインのE4 及びE9 節に準拠）
行動16.1.2 参照
1.ラムサール小規模助成基金に財政支援をした。
B
2.ラムサール基本財産基金に財政支援をした。
C
3.ラムサールCEPA プログラムの任意基金に財政支援をした。
C
4.- COP8 以降の実施進捗状況［上に示された基金及びサービスを支援するためになされた支援に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国は小規模無償基金への追加的な自主貢献を実施している。わが国としては、途上国におけるキャパシティー・ビルディング等を目的とした小規模無償基金の重要性を認識しており、今後とも本件拠出を実施できるように努めていく。
行動 15.1.7.- 資源を結集し、条約湿地の現場に湿地研修・教育センターを設置し、また開発途上国ならびに市場経済移行国における湿地教育担当者の研修を支援するための取り組みを支援する。
1.途上国及び市場経済移行国におけるラムサール条約湿地の湿地研修・教育センターを支援するため、資源を結集させる方策が講じられた。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
国際協力機構では、途上国を対象とした湿地保全及び賢明な利用、サンゴ礁の保全、マングローブの保全に関する研修コースを実施している。
行動 15.1.8.- 開発援助を受ける締約国は、開発援助機関による審査対象となる国家政策や計画の中に湿地の保全と賢明な利用のためのプロジェクトを盛り込み、特に制度に関する能力開発のためのプロジェクトを優先する。（ガイドラインのE8 及び E12 節に準拠）。
1. 開発援助機関に対し、湿地関連プロジェクトの提案がなされた。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 15.1.9.- ラムサール条約と生物多様性条約（ＣＢＤ）の両条約の締約国は、ＣＢＤとの共同作業計画の実施の一環として、またＣＢＤのＣＯＰ４における内水面生態系に関する決議Ⅳ／４の段落６及び７に準拠し、地球環境ファシリティー（ＧＥＦ）の審査基準に合うような、湿地の保全と賢明な利用のためのプロジェクトを策定する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：少なくとも15 か国に対し、地球環境ファシリティーに提出するプロジェクトを準備するための支援を提供する。
1.湿地に関連するプロジェクトの提案がGEF に対し行われた。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 15.1.12.- 湿地の保全に企業や財団など民間部門の参画を求め、ラムサール条約の下での民間部門からの財政支援の機会を追求する。
1.湿地プロジェクトに民間部門および民間部門資金が組み入れる方策が講じられた。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
「日本の重要湿地５００」の広報及びシギ・チドリ類やガンカモ類の全国モニタリング調査、自然環境保全基礎調査等の実施、調査結果の広報により、民間部門を含む各種の事業主体が湿地の特質及び保全の必要性についてより深く認識するよう奨励した。
行動 15.1.13.- 国際貿易協定を遵守しつつ、特に条約湿地などからの湿地に由来する産品の環境上適正な取引を奨励する効果的なメカニズムの確立を促進する。
1.湿地、特にラムサール条約湿地に由来する産品の環境上適正な取引を奨励するためのメカニズムが確立された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
実施目標 15. 湿地の保全と賢明な利用のための財源確保
実施目標 15.2. 国内及び外国投資によるものを含むすべての開発計画において、環境保護措置と影響評価が不可分の要素として盛り込まれるようにする。
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 提案されたローン、開発プロジェクトが環境保護手段と起こりうる湿地への影響の評価を含むよう、銀行、財政組織、民間投資者、開発者などの国際開発団体の作業を奨励する。(15.2.1)

・ 国内法規則が、湿地に影響を与える開発事業のための環境保護手段及び環境影響評価の要請などを含むことを確実にする。(15.2.2)

・ 湿地関連事業による開発の承認を見直し、これらの活動から得られた資金が、国内の湿地管理に還元されるようなメカニズムの導入の検討を奨励する。(15.2.3)
行動提案 （記述による回答）：
・ 提案されたローン、開発プロジェクトが環境保護手段と起こりうる湿地への影響の評価を含むよう、銀行、財政組織、民間投資者、開発者などの国際開発団体によるガイドラインの適用を奨励する。(15.2.1)

・ 環境影響評価法をはじめとした関連の国内法令により、湿地に影響を与える開発事業のための環境保護手段及び環境影響評価の要請などを含むことを確実にするよう必要に応じて検討する。(15.2.2)

・ 湿地関連事業による開発の承認を見直し、これらの活動から得られた資金が、国内の湿地管理に還元されるようなメカニズムの導入について、適宜、既存の事例など情報を収集し、関係者に配布する。(15.2.3)
COP９への報告セクション
行動 15.2.1.- 銀行、金融機関、民間投資家ならびにディベロッパーを含む国際開発機関と連携し、補助金、融資及び開発計画の提案の中に、必ず湿地に加えられる可能性のある影響に対する環境安全措置及び環境影響評価を含むよう図る。（ガイドライン G1 節に準拠）
1.湿地における各種プロジェクトにより起こりうる影響に対して、投資家と連携する方策が講じられた。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
援助実施機関が環境社会配慮ガイドラインを定め、プロジェクトの実施に当たり環境社会配慮を行っている。有償資金協力の実施機関である国際協力銀行（JBIC）のガイドラインは、プロジェクトのスクリーニング基準を含め、必要に応じて環境アセスメントの実施を義務づけるとともに、主要なセクターに対しチェックリストを設け、審査すべき項目とその解説を示している。技術協力を担当する国際協力機構（JICA）のガイドラインは、JICA が行う事業において、適切な環境社会配慮の実施を確保するための指針として定められている。環境社会面に重大な影響が想定されるプロジェクトにおいては、プロジェクト準備段階での関係者との協議や情報公開の実施を要件として示しているほか、日本国内の外部有識者も採り入れるとしている。
行動 15.2.3.- 湿地に関するプロジェクト策定の承認のあり方を見直し、これらの活動から得られる資源を国内の湿地管理の実践に振り向けるためのメカニズム導入を検討する。（ガイドラインG3 節に準拠）
1.湿地から直接得られる資源を湿地管理に還元するメカニズムを導入するための作業が行われた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
実施目標 16. 条約の財源確保

実施目標 16.1. 締約国会議からの期待に応えるため、条約の統治メカニズム及びプログラムに必要な資金を提供する。
計画ツールセクション
優先度：
A A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
A A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・ 各暦年の最初に、条約の中心となる予算に対して完全にかつ適切に、年次拠出を行う。(16.1.1)

・ 小規模無償基金をはじめ戦略計画によって決定された優先活動を支援するため、条約に対する追加的な自主的貢献の提供を検討する。(16.1.2)
行動提案（記述による回答）：
・ わが国の年次予算スケジュールに従い、条約の中心となる予算に対して完全にかつ適切に、年次拠出を行う。(16.1.1)

・ 小規模無償基金への自主的貢献について、毎年度実施できるよう努める。(16.1.2)
COP９への報告セクション
行動 16.1.1.- 条約の基本予算に対する年間拠出金の全額を毎暦年の初頭に速やかに支払う。
1.ラムサール条約拠出金は、完全かつ適切に支払われた。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
わが国の年次予算スケジュールに従い、条約の分担金を完全にかつ適切に、年次拠出を行っている。
行動 16.1.2.- 条約に対する任意の追加拠出を検討し、小規模助成基金とその基本財産基金、広報教育普及啓発プログラム任意基金、研修サービス、地中海湿地フォーラムなどの地域的取り組み、モントルー・レコード記載の湿地やその他の条約湿地へのラムサール諮問調査団の派遣、戦略計画が定める優先的活動などを支援する。
行動15.1.6 に記された支援に加え、以下に関し任意の支援がなされた：
1.国際湿地保全連合によって運営されるラムサール研修サービスに対して
C
2.条約に基づく地域的取組に対する支援
C
3.モントルー・レコードに記載されたラムサール条約湿地に関するラムサール諮問調査団に対して
C
4.サンホセ・レコードの手法（ロジスティクス）の開発、維持管理に対して
C
5.STRP の作業に対する支援
C
6.ラムサール条約事務局でのインターンシップ・プログラムの拡大に対して
C
7.COP9 に関連して
F
8.- COP8 以降の実施進捗状況［上記のサービスへの支援に対する拠出に関する追加コメントを含めて下さい］
アジアからの参加に対するＣＯＰ９の途上国参加支援を検討中。
実施目標 17. 条約の制度的メカニズム

実施目標 17.1. 締約国会議、常設委員会、ＳＴＲＰならびに条約事務局が、この戦略計画実施を支援して効率的、実効的に機能するよう図る。
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
RESOURCING:

手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・STRP の作業のための国内担当窓口、広報、教育及び普及啓発プログラムのための２名の国内窓口（一名は政府、一名はNGO）を指名することを確実にする。(17.1.6)
行動提案 （記述による回答）：
・わが国は、既にSTRP 及びCEPA 国内窓口を指名済みであるため、本項目の行動は設定しない。(17.1.6)
COP９への報告セクション
行動 17.1.6.-各締約国がＳＴＲＰ業務のための担当窓口として１ヵ所（決議Ⅶ.２及びⅧ.28 の要請に基づく）、またＣＥＰＡプログラムの担当窓口として２ヶ所（政府とＮＧＯ（非政府組織）に各１）を確実に指定する。
CEPA国内担当窓口に関して行動r9.ⅲ.ⅰ参照
1.STRP 業務のための国内担当窓口を指定した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［STRP 国内担当窓口及び他の関連する考慮に関する情報を含めて下さい］
わが国は、既にSTRP の国内窓口を指名済みである。
実施目標 18. 締約国の制度的能力

実施目標 18.1. 湿地の保全と賢明な利用を実現するために、締約国の制度的能力を開発し、締約国内の機関相互の協力を促進する。
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・湿地の保全と賢明な利用に責任を有する既存の国内組織の見直しを行い、その結果に基づき、以下の措置を特定し、実施する。(18.1.1)

・湿地に関して、特に水資源管理、生物多様性及び湿地保全・管理について、責任を有する組織間の協力とシナジーを強化する。(18.1.1 a))

・環境条約の国内担当窓口の間で、より一層の協力連携を促進する。(18.1.1 b))

・ラムサール管理当局と、湿地保全及び管理に関わる国内の専門的、技術的、科学的及び教育の団体及び組織の間の連絡及び、適切な場合には、密接な調整を促進する。(18.1.1 c))

・組織が条約を完全に履行することを可能とするため、適切に訓練された職員を、適当な人数供給する。(18.1.1 d))

・決議の履行を確保するため、関係する政府機関や自治体、NGO の代表から構成される国内ラムサール委員会を継続して運営する。また、この委員会の適切な機能が確保されるよう努める。(18.1.2)

・必要に応じて、指定されたラムサール国内管理当局及び自治体の担当窓口、科学技術評価委員会及びCEPA の国内担当窓口を見直す。(18.1.3)

・（国別報告書様式にもとづく）ラムサール国内計画ツールを利用し、進行中の計画及びモニタリングのメカニズムとして、条約の履行と連携・調和した国内の取組みの達成を支援する。(18.1.4)
行動提案 記述による回答）：
・湿地の保全と賢明な利用に責任を有する既存の国内組織の見直しを、必要があれば、実施する。また、その結果を踏まえつつ、定期的に、ラムサール国内連絡会議や、関係省庁連絡会議を開催し情報交換等を行う。(18.1.1 a))

・わが国においては、外交当局である外務省地球環境課において環境条約を一括して所掌している。また、生物多様性国家戦略に関する省庁間連絡会議が存在する。これらのメカニズムを通じて、環境条約の履行や関連の活動に関する連携調整を図る。(18.1.1 b))

・CEPA 国内検討会及び、ラムサール条約国内連絡会議を必要に応じて開催し、ラムサール管理当局と、その他の関係団体の連絡調整を進める。(18.1.1 c))

・条約の履行のために必要な定員を必要に応じて確保するよう、作業の優先順位の見直しや、関係課や係ごとの作業の分担の見直しを含めて、所要の措置を講ずる。(18.1.1 d))

・国別報告書の作成や、締約国会議の結果の報告をはじめ、条約の履行に関する意見、情報交換を促進するため、平成8 年に設置された、関係する政府機関や自治体、NGO の代表から構成される国内ラムサール委員会を定期的に開催し、情報・意見交換を行う。(18.1.2)

・組織の変更などの状況の変化に応じて、ラムサール国内管理当局及び自治体の担当窓口、科学技術評価委員会及びCEPA の国内担当窓口を見直し、必要であれば変更を行う。(18.1.3)

・（国別報告書様式にもとづく）ラムサール国内計画ツールの和訳を作成し、関係する政府部局等に配布する。(18.1.4)
COP９への報告セクション
行動 18.1.1.- 湿地の保全と賢明な利用に責任を有する現存の国内機関の見直しを奨励し、その見直しに基づいて、以下の方策を策定し実行する。
a) 湿地の問題に直接的・間接的責任を有する機関、特に水資源の管理機関、及び生物多様性、湿地の保全と管理を担当する機関などの間の協力や協働を強化する。
b) 国内の各環境関連条約の担当窓口間の協力を強化し、また適切な場合、統合的なアプローチを促す。また、統合的なアプローチを確実に行うための調整委員会の設置を検討する。
c) ラムサール条約担当政府機関と、社会的、文化的遺産の問題を含む湿地の保全または管理に関わる専門、技術、科学、教育に関する国内の団体などの間の接触を増やし、適切な場合、それらの機関との緊密な連携を促進する。
d) これらの機関が条約を効果的に施行することができるよう、適切な訓練を受けた職員を適切な人数、配置する。
1.湿地の保全及び賢明な利用に責任を有する国内機関の見直しが完了した。
E 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［見直し及び関連する考慮に関する情報を含めて下さい］
湿地の保全と賢明な利用に責任を有する既存の国内組織（ラムサール条約推進国内連絡会議、ラムサール条約関係省庁連絡会議等）の見直しを、必要に応じて実施している。
行動13.1.1 参照
3.環境関連条約の担当窓口間の調整委員会が設置されている。
C 
4.- COP8 以降の実施進捗状況［調整委員会及び他の関連する考慮に関する情報を含めて下さい］
わが国では、ラムサール条約と関連する各種条約との間の連携・調整のための省庁間の仕組みは有していないが、外交当局である外務省地球環境課において、環境関連条約を一括して所掌している。また、生物多様性国家戦略に関する省庁間連絡会議が存在している。これらのメカニズムを通じて、環境条約の履行や関連の活動に関する連携調整を図っている。
5. ラムサール条約担当政府機関と、湿地問題、特に水資源及び生物多様性に関する問題について直接的または間接的な責任を有する他の国内機関との協力を確実にするためのメカニズムがある。
B
6.ラムサール条約担当政府機関と、社会的及び文化的遺産の問題を含む湿地の保全または管理に関わる、専門、科学、教育に関する団体や機関間の協力を確実にするためのメカニズムがある。
B
7.- COP8 以降の実施進捗状況［関連する協働メカニズム、および関連する考慮に関係する他のコメ
ントに関する情報を含めて下さい］
ラムサール条約推進国内連絡会議及びラムサール条約関係省庁連絡会議を必要に応じて開催し、ラムサール条約管理当局と、関係行政機関及び自治体、団体等との連絡調整を行っている。
行動 r18.1.i.- 19．締約国に対して、気候変動と湿地の関連性の問題に取り組むために、制度的能力と国レベルの関係諸機関の間の協力関係を構築、強化する必要性に特に注意を払うよう、また取組の進捗を、その成果と直面した難題の特定を含めて、ＣＯＰ９で報告する（決議Ⅷ.3）。
1.気候変動と湿地の関係性に取り組むための作業が実施された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 18.1.2.- 国内湿地委員会または国内ラムサール委員会を設置し、国の水管理担当省庁を必要に応じて含む関係政府省庁、また非政府組織、ＳＴＲＰ及びＣＥＰＡの国内担当窓口、主要な利害関係者、先住民、地域住民、民間部門、関係団体や土地利用・管理当局などを代表し、それぞれからの意見を提供する場とする。（勧告５.13）委員会が設置されている場合、それが、確実に、適切に機能するよう図る。
行動r3.4.ⅲ、r13.1.ⅲ参照
1.国内ラムサール／湿地委員会（または相当する組織）が存在する。
B
2.ラムサール委員会が存在する場合、それは関係する複数の機関（関係省庁、NGO、主な利害関係者、地域住民、民間部門など）で構成されている。
B
3.- COP8 以降の実施進捗状況［国内湿地委員会に関する追加コメントを含めて下さい］
関係省庁、自治体（県及び市町村）及びNGOの代表により構成されるラムサール推進国内連絡会議を必要に応じて開催し、情報交換等を実施している。
行動 18.1.3.- 各締約国において、条約の担当政府機関（適切な場合は都道府県の担当窓口）、ＳＴＲＰ及びＣＥＰＡの担当窓口を見直し、これらの窓口が条約と湿地の賢明な利用に関わるすべての関係機関や団体による参画を増強する上で確実に効果を発揮するよう図る。
1.ラムサール条約担当政府機関、国内湿地委員会（または相当する組織）、STRP 及びCEPA の担当窓口等について、条約の有効な履行のための制度的能力が評価された。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 18.1.4.- 国別計画策定ツール（国別報告書の様式に基づき）を継続的な計画策定とモニタリングのためのメカニズムとして利用し、条約を緊密に調整をとって実施するための各国の取り組みが達成されるよう支援する。理想的には、このツールはすべての関係政府部局、省庁が利用し、また国内湿地委員会または国内ラムサール委員会や、その他の利害関係者からのインプットが必要に応じて盛り込まれていなければならない。
1.国別報告書の様式が、条約の履行のための国内計画ツールとして利用された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
国別報告書の作成過程において、条約の履行のために求められている事項に関する関係省庁間の情報共有ツール及びラムサール条約の普及啓発ツールとして有効であった。
実施目標 20. 研修
実施目標 20.1. 特に開発途上国や市場経済移行国などにおいて湿地の保全と賢明な利用に関わる機関や個人にとって必要な研修の内容を特定し、適切な対応を行う。
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
B A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・条約の「湿地研修サービス」を実施し、また一層発展、宣伝する。(20.1.1)

・湿地の保全及び賢明な利用に関する研修について、その必要性と対象者を特定するよう努める。(20.1.2)

・ラムサール賢明な利用資源センター及び湿地管理研修機会ディレクトリの更なる発展を通じて、国家・地方・地域・地球規模において、湿地の保全と賢明な利用のために不可欠な研修機会の情報を特定し、広める。(20.1.3)

・以下の分野を含んだ、新たな研修活動及び一般的な研修モジュールを必要に応じて作成、開発する。特に、以下について高い優先度を与える。
1) 湿地目録、評価、監視
2) 国家湿地政策及び計画
3) 河川流域管理
4) 環境影響評価
(20.1.5)

・以下による管理者向けの研修機会を提供する。特に以下について高い優先度を与え、継続的に実施する。
1) 特定のラムサール湿地における試験的研修コースの開催
2) 世界中の湿地管理者向け研修コースについて情報を得て広める。(20.1.6)

・研修活動への支援のため、小規模無償基金の運用手引きにおいて高い優先度を与え続ける。(20.1.7)

・地域内湿地研修・研究センターの一層の開発と利用を奨励する。(20.1.8)

・湿地の保全と賢明な利用に関する情報、技術援助と助言、そして専門的技術を交換する。(20.1.9)
行動提案 記述による回答）：
・特に、わが国が実施する研修サービスに関する情報の提供などを通じて、「湿地研修サービス」の実施・発展について、国際湿地保全連合及び事務局に対する所要の協力を行う。(20.1.1)

・湿地の保全及び賢明な利用に関する研修について、国内における必要性と対象者を特定するため必要に応じて情報収集を行う。(20.1.2)

・もしある場合には、湿地の保全と賢明な利用に関する研修機会の情報を、ラムサール賢明な利用資源センター及び湿地管理研修機会ディレクトリに提供する。(20.1.3)

・国際協力事業団あるいは環境研修センターの実施する研修活動等において、必要に応じて、新たな研修活動及び一般的な研修モジュールを作成、開発する。(20.1.5)

・国際協力事業団が実施する釧路湿原などラムサール湿地における「湿地環境及び生物多様性保全」研修コースについて、平成15 年度についても引き続き実施するよう努める。また、実施内容や応募に関する情報を適切に各国に配布する。(20.1.6)

・研修活動への支援のため、小規模無償基金の運用手引きにおいて高い優先度を与え続けるよう、常設委員会及び事務局に対して必要に応じて助言する。(20.1.7)

・JICA 研修に係る既存の施設や、水鳥湿地センターをはじめ、湿地の研修や教育、調査研究等に関わる組織の適切な利用を図る。(20.1.8)

・湿地の保全と賢明な利用に関する情報、技術援助と助言、そして専門的技術を、必要に応じて、条約事務局や国際団体パートナーに提供し、その交換を促進する。(20.1.9)
COP９への報告セクション
行動 20.1.1.- 条約の湿地研修サービスを実施し、さらに拡充し、広報する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：ラムサール条約湿地研修サービスを整備し全面的に実施する。
1.国際湿地保全連合によるラムサール研修サービスの開発と利用に参画した。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 20.1.2.- 条約の実施と、特に「賢明な利用ガイドライン」や「ラムサールハンドブック」などの利用の研修の必要性と対象者を国、都道府県及び地方レベルで特定する。
2003-2005 年地球規模の実施目標：少なくとも半数の締約国が、国や地方レベルで必要な研修内容を検討し終える。
1. 国および地域レベルでの研修における、条約の履行と賢明な利用ハンドブックの利用に関するニーズについて評価がなされた。
C 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 20.1.3.- 湿地の保全と賢明な利用に不可分な分野について現在行われている研修の機会に関する情報を、国、地域、地球規模で確認し、広報する。また、そのため条約事務局のラムサール賢明な利用資料センター（http://ramsar.org/wurc_index.htm）ならびに湿地管理研修機会目録（http://ramsar.org/wurc_training_directory.htm）をさらに拡充する。
1.湿地に関連する既存の国内での研修が特定された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
国際協力機構が実施する「湿地における生態系・生物多様性とその修復・再生及び賢明な利用」、「サンゴ礁生態系の保全管理」、「マングローブ生態系の持続可能な管理と保全」の各研修コースについて、実施内容や応募に関する情報を適切に各国に配布している。
行動 20.1.5.- 新たな研修活動と、必要に応じ、ラムサールハンドブックの利用についての一般研修モジュールを準備、提供できるようにし、または開発する。また下記の分野については特化したモジュールを提供する。
ａ）湿地目録、アセスメントとモニタリング；
ｂ）国家湿地政策と計画；
ｃ）統合的集水域・河川流域及び沿岸域計画の策定と管理；
ｄ）地方、都道府県または集水域・河川流域レベルの統合的湿地管理計画策定；
ｅ）湿地の再生と回復；
ｆ）侵入外来種；
ｇ）農業による湿地と水資源への影響；
ｈ）影響評価と戦略的環境影響評価；
ｉ）気候変動の影響及びそれらの影響の適応的管理と緩和；
ｊ）湿地の経済評価；
ｋ）ＣＥＰＡに関する技術。
1.湿地に関連する問題についての研修モジュールと教材が開発された。
D 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［上記にリストされた問題に関する研修モジュールと教材、及び関連して考慮される追加コメントに関する情報を含めて下さい］
国際協力機構が実施する湿地保全に関する研修コースについては、従来の湿地保全・生物多様性保全に加え、2004 年から湿地の修復・再生、賢明な利用の面を強化した内容に組み替えられた。
環境調査研修所では、2002 年に成立した「自然再生推進法」に対応して、環境省の自然保護官を対象とする研修に自然再生に関するコースを設け、実施している。
国土交通大学校での河川環境研修において、湿地再生に関する内容も盛り込んでいる。
行動 20.1.6.- 以下の行動により、管理者研修の機会を提供する。
ａ）できれば姉妹条約湿地同士で、実地研修を通じた職員の交流を奨励する；
ｂ）特定の条約湿地において試験的な研修講座を開設する；
ｃ）条約湿地の現場に湿地管理者や湿地教育者研修用の施設を設置する；
ｄ）全世界の湿地管理者向けの研修講座に関する情報を入手し、広報する；
ｅ）米国政府が南米・カリブ海諸国のために資金提供する「未来の湿地イニシアティブ」のような地域研修イニシアティブをさらに立ち上げる。
1.国内での管理者研修の機会が提供された。
B
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
国際協力機構が、途上国を対象に「湿地における生態系・生物多様性とその修復・再生及び賢明な利用」、「サンゴ礁生態系の保全管理」、「マングローブ生態系の持続可能な管理と保全」の各研修コースを実施している。
谷津干潟では、姉妹湿地であるブーンドル湿地を有する豪州ブリズベン市と湿地交流事業を実施しており、その中で職員の交換研修が実施されている。
環境調査研修所では、2002 年に成立した「自然再生推進法」に対応して、環境省の自然保護官を対象とする研修に自然再生に関するコースを設け、実施している。
国土交通大学校での河川環境研修において、湿地再生に関する内容も盛り込んでいる。
行動 20.1.7.- 研修活動支援のための小規模助成基金に提出するプロジェクトの策定を引き続き奨励する。
1.研修に関連するプロジェクトを小規模助成基金に提出した。
A 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
行動 20.1.8.- 「西半球の湿地に関する研修と研究のための地域ラムサールセンター」（決議Ⅶ.26）や「中央及び西アジアにおける湿地に関する研修及び研究のための地域ラムサールセンターの設立」（決議Ⅷ.41）など、湿地に関する研修と研究のための地域センターのさらなる拡充と利用を奨励する。
1.- 湿地に関する研修と研究のための地域センターの拡充への支援が行われた（可能であれば、センターの数を含めて下さい）。
C 
センターの数
2.- COP8 以降の実施進捗状況［センターのリスト及び関連して考慮される追加コメントに関しての情報を含めて下さい］
行動 20.1.9.- ＣＥＰＡプログラム、条約事務局ならびに国際団体パートナーを通じて、湿地の保全と賢明な利用のための情報、技術支援、助言や専門知識の交流を図る。
1.湿地に関する研修について、情報および専門知識の交換に参加した。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
ＣＥＰＡメーリングリストに参加している。
実施目標 21. 条約の締約国
実施目標 21.1. 条約の締約国を全世界に確保する
計画ツールセクション
優先度：
B A= 高; B= 中; C= 低; D= あてはまらず; E= 無回答
手段の適切度：
A A= 良好; B= 適切; C= 制限あり; D= 制限きわめて大; E= 無回答
目標（記述による回答）：
・東アジア小地域内の非締約国（ミャンマー、ブルネイ、ラオス、シンガポール）に対して直接接触し、条約加盟の意義に関する情報を提供する。これを通じて、2005 年までに、東アジア地域において2 ヶ国が新たに加盟することを目指す。(21.1.1 a))

・UNDP 国内事務所や、他の条約事務局からの支援を求める。(21.1.1 c))

・締約国と非締約国の参加による小地域ワークショップを開催するよう努める。(21.1.1 d))
行動提案（記述による回答）：
・ミャンマー、ブルネイをはじめとした東アジア地域の非締約国に直接接触し、条約加盟の意義に関する情報を提供する。(21.1.1 a))

・湿地の保全に関するプロジェクト実施及び支援について、必要に応じて、他の関係機関、条約との意見交換を行い、可能性を追求する。(21.1.1 c))

・地域内の他国と共同して、締約国と非締約国の参加による湿地保全に関するワークショップの開催を検討する。(21.1.1 d))
COP９への報告セクション
行動 21.1.1.- 下記の行動を通じて新しい締約国を募る。
ａ）非締約国と直接接触することにより、加盟に伴う利点に関する情報を提供するとともに、条約加盟の阻害要因を克服するための助言、支援を行う。
ｂ）非締約国の外交代表との接触を密にする。
ｃ）地域的海域条約など、他の条約の事務局、また各国における国連開発計画、世界銀行、その他の連絡事務所からの支援を求める。
ｄ）締約国と非締約国双方が参加する小地域ワークショップを開催する。
ｅ）条約加入時に条約湿地リストに掲載しうる国際的に重要な湿地を選定するための支援を行う。
ｆ）非締約国が地域会合及び締約国会議にオブザーバーとして参加するよう促す。
ｇ）加入のための情報キットを出版、広報し、オセアニア諸国（より一般的には小島嶼開発途上国を含む）による加入手続きを支援する。（決議 Ⅷ.42）。
1.新しい締約国の条約加入を促進するための行動がとられた。
B 
2.- COP8 以降の実施進捗状況［この行動の実施に関する追加コメントを含めて下さい］
環境省では、ミャンマーにおける湿地調査及び湿地目録作成に対して支援を行うとともに、ミャンマー政府職員のCOP８への参加支援を行い、ミャンマーのラムサール条約加入に大きく貢献した。
COP9 国別報告書へのフィードバック
COP9 国別目標策定ツール、国別報告書フォーマットに関する追加コメントを含めて下さい（例えば報告するガイドラインがどのように改善されるかに関係する質問の妥当性、それらを完成する際の困難さ、またそれ以上の推薦）
特定のワーキンググループが設置される場合、COP10 国別報告書フォーマットの準備に参加することに関心があるか?

D
__
